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第１章 災害予防計画

頁 新 旧 修正理由・備考

2 第１節 計画作成の趣旨

１ 計画の目的

この計画は、市民生活に甚大な被害を及ぼすおそれのある大規模な風水害に備え、対処するため、平

成22年夏季の豪雨災害、令和元年東日本台風災害をはじめとした過去の大規模な災害の経験を教訓に、
近年の社会構造の変化を踏まえ、市、県、公共機関、事業者及び市民が相互に協力し、総合的かつ計画

的な防災対策を推進することにより、かけがえのない市民の生命、身体及び財産を災害から保護するこ

とを目的とする。

第１節 計画作成の趣旨

１ 計画の目的

この計画は、市民生活に甚大な被害を及ぼすおそれのある大規模な風水害に備え、対処するため、平

成22年夏季の豪雨災害をはじめとした過去の大規模な災害の経験を教訓に、近年の社会構造の変化を
踏まえ、市、県、公共機関、事業者及び市民が相互に協力し、総合的かつ計画的な防災対策を推進する

ことにより、かけがえのない市民の生命、身体及び財産を災害から保護することを目的とする。

長野県地域防災計

画に合わせて修正

（令和元年東日本

台風災害対応の振

り返りによる修正）

5 第２節 防災の基本方針

３ 市民は、「自らの命は自らが守る」との認識のもと、地域、職場、家庭等において互いに協力しあい、

災害時を念頭においた防災対策を常日頃から講じるものとする。

第２節 防災の基本方針

３ 市民は、「自分の命は自分で守る」との認識のもと、地域、職場、家庭等において互いに協力しあい、

災害時を念頭においた防災対策を常日頃から講じるものとする。

国の防災基本計画、

長野県地域防災計

画に合わせて修正

（文言の修正）

10 第３節 防災上重要な機関の実施責任と処理すべき事務又は業務の大綱

第２ 処理すべき事務又は業務の大綱

７ 指定公共機関

機関の名称 処理すべき事務又は業務の大綱

東日本旅客鉄道㈱

長野支社（上田駅）

（1）鉄道施設の防災に関すること

（2）災害時における避難者の輸送に関すること

日本貨物鉄道㈱

（関東支社長野支店）

災害時における鉄道貨物による救助物資等の輸送の

協力に関ること

中部電力パワーグリッド㈱
（1）電力施設の保全、保安に関すること

（2）電力の供給に関すること

第３節 防災上重要な機関の実施責任と処理すべき事務又は業務の大綱

第２ 処理すべき事務又は業務の大綱

７ 指定公共機関

機関の名称 処理すべき事務又は業務の大綱

東日本旅客鉄道㈱

長野支社（上田駅）

（1）鉄道施設の地震防災に関すること

（2）地震災害時における避難者の輸送に関すること

日本貨物鉄道㈱

（関東支社長野支店）

地震災害時における鉄道貨物による救助物資等の輸

送の協力に関ること

中部電力㈱
（1）電力施設の保全、保安に関すること

（2）電力の供給に関すること

長野県地域防災計

画に合わせて修正

（災害種別の記載

を変更、事業者名を

修正）

11 ７ 指定地方公共機関

機関の名称 処理すべき事務又は業務の大綱

（社福）長野県社会福祉協議会
（1）災害ボランティアに関すること

（2）災害派遣福祉チームに関すること

７ 指定地方公共機関

機関の名称 処理すべき事務又は業務の大綱

（社福）長野県社会福祉協議会
災害ボランティアに関すること

長野県地域防災計

画に合わせて修正

（県が平成 31年 2

月に官民協働によ

るネットワークを

立ち上げ災害派遣

福祉チーム派遣に

関する協定を締結

したため）



2

第２章 災害予防計画

頁 新 旧 修正理由・備考

20 第１節 風水害に強いまちづくり

第２ 主な取組み

１ 交通・通信施設の風水害に対する安全性の確保、治山、治水事業等の総合的、計画的な推進等風水

害に強い上田市を形成する。

２ 総合的風水害対策の推進等による風水害に強いまちの形成、建築物の安全性確保、ライフライン施

設等の機能の確保等風水害に強いまちづくりを推進する。

３ 気候変動による水害リスクの増大に備えるため、これまでの河川管理者等の取組だけでなく、流域

に関わる関係者が、主体的に治水に取り組む社会を構築する必要があることから、あらゆる関係者

（国・都道府県・市町村・企業・住民等）が協働して流域全体で行う治水「流域治水」へ転換し、被

害の軽減に努めるものとする。

第１節 風水害に強いまちづくり

第２ 主な取組み

１ 交通・通信施設の風水害に対する安全性の確保、治山、治水事業等の総合的、計画的な推進等風水

害に強い上田市を形成する。

２ 総合的風水害対策の推進等による風水害に強いまちの形成、建築物の安全性確保、ライフライン施

設等の機能の確保等風水害に強いまちづくりを推進する。

（新設）

国の防災基本計画、

長野県地域防災計

画に合わせて修正

（流域治水に関す

る取組みの追加）

21 第３ 計画の内容

２ 風水害に強いまちづくり

（１）風水害に強いまちづくり

（ケ）洪水、雨水出水、土砂災害等による浸水実績、浸水想定区域及び土砂災害警戒区域箇所等を

公表し、安全な市土地利用の誘導、風水害時の避難体制の整備の促進

第３ 計画の内容

２ 風水害に強いまちづくり

（１）風水害に強いまちづくり

（ケ）洪水、雨水出水、土砂災害等による浸水実績、浸水想定区域及び土砂災害危険箇所等を公表

し、安全な市土地利用の誘導、風水害時の避難体制の整備の促進

国の防災基本計画、

長野県地域防災計

画に合わせて修正

（文言の修正）

23 （４）災害応急対策等への備え

ウ 避難場所、避難施設、備蓄など、防災に関する諸活動の推進に当たり、公共用地等の活用を図

るものとする。

（新設）

エ 防災機能を有する道の駅を地域の防災拠点として位置付け、その機能強化に努めるものとする。

オ 民間企業等を含む関係機関との間で協定を締結するなど、連携強化を進めることにより、迅速

かつ効果的な応急対策等が行えるように努めるものとする。

また、協定締結などの連携強化に当たっては、訓練等を通じて、発災時の連絡先、要請手続等

の確認を行うなど、実効性の確保に留意するものとする。

カ 民間事業者に委託可能な災害対策に係る業務（被災情報の整理、支援物資の管理・輸送等）に

ついて、あらかじめ協定を締結しておくなど、民間事業者のノウハウや能力等の活用に努めるも

のとする。

キ 随意契約の活用による速やかな災害応急対策ができるよう、建設業団体等との災害協定の締結

を推進するものとする。

ク 災害応急対策への協力が期待される建設業団体等の担い手の確保・育成に取り組むものとする。

（４）災害応急対策等への備え

ウ 避難場所、避難施設、備蓄など、防災に関する諸活動の推進に当たり、公共用地等の活用を図

るものとする。

（新設）

エ 民間企業等を含む関係機関との間で協定を締結するなど、連携強化を進めることにより、迅速

かつ効果的な応急対策等が行えるように努めるものとする。

また、協定締結などの連携強化に当たっては、実効性の確保に留意するものとする。

オ 民間事業者に委託可能な災害対策に係る業務（被災情報の整理、支援物資の管理・輸送等）に

ついて、あらかじめ協定を締結しておくなど、民間事業者のノウハウや能力等の活用に努めるも

のとする。

（新設）

（新設）

（新設）

国の防災基本計画、

長野県地域防災計

画に合わせて修正

（文言の修正・追

加）
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第２章 災害予防計画

頁 新 旧 修正理由・備考

24 第２節 災害発生直前対策

第３ 計画の内容

２ 避難誘導体制の整備

（７）市は、洪水等に対する住民の警戒避難体制として、洪水予報河川等及び水位周知下水道について

は、水位情報、堤防等の施設に係る情報、台風情報、洪水警報等により具体的な避難勧告等の発令

基準を設定するものとする。それら以外の河川等についても、氾濫により居住者や地下空間、施設

等の利用者に命の危険を及ぼすと判断したものについては、洪水警報の危険度分布等により具体的

な避難勧告等の発令基準を策定することとする。また、避難勧告等の発令対象区域については、細

分化しすぎるとかえって居住者等にとってわかりにくい場合が多いことから、立退き避難が必要な

区域を示して勧告したり、屋内での安全確保措置の区域を示して勧告したりするのではなく、命を

脅かす洪水等のおそれのある範囲をまとめて発令できるよう、発令範囲をあらかじめ具体的に設定

するとともに、必要に応じて見直すよう努めるものとする。

第２節 災害発生直前対策

第３ 計画の内容

２ 避難誘導体制の整備

（７）市は、洪水等に対する住民の警戒避難体制として、洪水予報河川等及び水位周知下水道について

は、水位情報、堤防等の施設に係る情報、台風情報、洪水警報等により具体的な避難勧告等の発令

基準を設定するものとする。それら以外の河川等についても、氾濫により居住者や地下空間、施設

等の利用者に命の危険を及ぼすと判断したものについては、同様に具体的な避難勧告等の発令基準

を策定することとする。また、避難勧告等の発令対象区域については、細分化しすぎるとかえって

居住者等にとってわかりにくい場合が多いことから、立退き避難が必要な区域を示して勧告した

り、屋内での安全確保措置の区域を示して勧告したりするのではなく、命を脅かす洪水等のおそれ

のある範囲をまとめて発令できるよう、発令範囲をあらかじめ具体的に設定するとともに、必要に

応じて見直すよう努めるものとする。

国の防災基本計画、

長野県地域防災計

画に合わせて修正

（文言の修正）

25 ３ 災害未然防止活動

（１）県及び市町村は、大規模な災害発生のおそれがある場合、事前に物資調達・輸送調整等支援システ

ムを用いて備蓄状況の確認を行うとともに、あらかじめ登録されている物資の輸送拠点を速やかに開

設できるよう、物資の輸送拠点の管理者の連絡先や開設手続を関係者間で共有するなど、備蓄物資の

提供を含め、速やかな物資支援のための準備に努めるものとする。

（２）河川管理者、農業用用排水施設管理者、下水道管理者等は、災害発生のおそれがある場合に適切な

災害未然防止活動を実施できるよう以下のような体制の整備を行うものとする。

ア 所管施設の緊急点検体制の整備

イ 応急復旧のための体制の整備

ウ 防災用資機材の備蓄

エ 水防活動体制の整備（水防管理者）

オ ダム、せき、水門等の操作マニュアルの作成、人材の養成（河川、農業用用排水施設管理者）

カ 災害に関する情報についての地方自治体との連携体制の整備

（３）水防管理者は、委託を受けた民間事業者が水防活動を円滑に実施できるよう、あらかじめ、災害協

定等の締結に努めるものとする。

３ 災害未然防止活動

（新設）

各施設の管理者は、災害発生のおそれがある場合に適切な災害未然防止活動を実施できるよう以下

のような体制の整備を行うものとする。

水防管理者は、委託を受けた民間事業者が水防活動を円滑に実施できるよう、あらかじめ、災害協

定等の締結に努めるものとする。

（１）所管施設の緊急点検体制の整備

（２）応急復旧のための体制の整備

（３）防災用資機材の備蓄

（４）水防活動体制の整備（水防管理者）

（５）ダム、せき、水門等の操作マニュアルの作成、人材の養成（河川、農業用用排水施設管理者）

（６）災害に関する情報についての地方自治体との連携体制の整備

長野県地域防災計

画に合わせて修正

（令和元年度から

導入された物資調

達・輸送調整等支援

システムについて、

災害時の対応が円

滑に進むよう、災害

発生前からの積極

的な活用について

記載、施設の管理者

を明確化）

26 第３節 情報の収集・連絡体制計画

第３ 計画の内容

１ 情報の収集・連絡体制の整備

（１）被害状況等の把握及び被害調査は、関係機関、団体、住民組織等の協力を求めて実施するものとす

るが、あらかじめ情報収集ルート、担当者、目標時間等を定めておくものとする。

第３節 情報の収集・連絡体制計画

第３ 計画の内容

１ 情報の収集・連絡体制の整備

（１）被害状況等の把握及び被害調査は、関係機関、団体、住民組織等の協力を求めて実施するものとす

るが、あらかじめ情報収集ルート、担当者等を定めておくものとする。

長野県地域防災計

画に合わせて修正

（文言の追加）

28 第４節 活動体制計画

第３ 計画の内容

１ 職員の参集・活動体制

（４）応急対策全般への対応力を高めるため、人材の育成を図るとともに、緊急時に外部の専門家等の

意見・支援を活用できるような仕組みの構築に努めるものとする。

（５）発災後の円滑な応急対応、復旧・復興のため、災害対応経験者をリスト化するなど、災害時に活

用できる人材を確保し、即応できる体制の整備に努めるものとする。

第４節 活動体制計画

第３ 計画の内容

１ 職員の参集・活動体制

（４）応急対策全般への対応力を高めるため、人材の育成を図るとともに、緊急時に外部の専門家等の

意見・支援を活用できるような仕組みの構築に努めるものとする。

（新設）

国の防災基本計画、

長野県地域防災計

画に合わせて修正

（文言の追加）
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第２章 災害予防計画

頁 新 旧 修正理由・備考

30 第５節 広域相互応援計画

第３ 計画の内容

１ 防災関係機関相互の連携体制整備

（１）応援要請が迅速に行えるよう、あらかじめ要請の手順、連絡調整窓口、連絡の方法を取り決めて

おくとともに、連絡先の共有を徹底しておくなど、実効性の確保に努め、必要な準備を整える。

（２）災害の規模や被災地のニーズに応じて円滑に応援を受けることができるような体制等の構築につ

いて検討する。

（３）国や他の地方公共団体等からの応援職員等を迅速・的確に受け入れて情報共有や各種調整等を行

うための受援体制の整備に努めるものとする。特に、庁内全体及び各業務担当部署における受援担

当者の選定や応援職員等の執務スペースの確保を行うものとする。

（４）市は、必要に応じて、被災時に周辺市町村が後方支援を担える体制となるよう、あらかじめ相互

に協定を結び、それぞれにおいて、後方支援基地として位置付けるなど、必要な準備を整えるもの

とする。

（５）訓練等を通じて、被災市区町村応援職員確保システムを活用した応援職員の受け入れについて、

活用方法の習熟，発災時における円滑な活用の促進に努めるものとする。

第５節 広域相互応援計画

第３ 計画の内容

１ 防災関係機関相互の連携体制整備

（１）応援要請が迅速に行えるよう、あらかじめ要請の手順、連絡調整窓口、連絡の方法を取り決めて

おくとともに、連絡先の共有を徹底しておくなど、実効性の確保に努め、必要な準備を整える。

（２）災害の規模や被災地のニーズに応じて円滑に応援を受けることができるような体制等の構築につ

いて検討する。

（新設）

（３）市は、必要に応じて、被災時に周辺市町村が後方支援を担える体制となるよう、あらかじめ相互

に協定を結び、それぞれにおいて、後方支援基地として位置付けるなど、必要な準備を整えるもの

とする。

（新設）

長野県地域防災計

画に合わせて修正

（令和元年東日本

台風災害の振り返

りによる修正）

31 ６ 広域活動拠点の確保

（３）関係機関は、選定された拠点や周囲のアクセス道路等についてリストをもとに、あらかじめ状況を

把握する。

（４）市町村は大規模災害発生時の全国的な応援を円滑に受け入れることができるよう、受援計画を策定

する。

（５）機関相互の応援が円滑に行えるよう、部隊の展開、宿営の拠点、ヘリポート、物資輸送設備等の救

援活動拠点、緊急輸送ルート等の確保及び防災拠点等に係る関係機関との情報の共有に努めるものと

する。

６ 広域活動拠点の確保

（３）関係機関は、選定された拠点や周囲のアクセス道路等についてリストをもとに、あらかじめ状況を

把握する。

（新設）

（新設）

長野県地域防災計

画に合わせて修正

（県広域受援計画

に合わせて修正）

34 第６節 救助・救急・医療計画

第３ 計画の内容

４ 消防及び医療機関相互の連絡体制の整備

（３）災害時に医療施設の診療状況等の情報を迅速に把握するために、広域災害・救急医療情報システ

ム（ＥＭＩＳ）の整備に努め、操作等の研修・訓練を定期的に行うものとする。

第６節 救助・救急・医療計画

第３ 計画の内容

４ 消防及び医療機関相互の連絡体制の整備

（３）災害時に医療施設の診療状況等の情報を迅速に把握するために、広域災害・救急医療情報システ

ムの整備に努め、操作等の研修・訓練を定期的に行うものとする。

長野県地域防災計

画に合わせて修正

（正式名称に変更）

35 第７節 消防・水防活動計画

第３ 計画の内容

１ 消防計画

（１）消防力の強化

「消防力の整備指針」に適合するように、消防施設、設備及び人員の増強を図るとともにその近代化

を促進するものとする。

特に、発災初期において、地域に密着して重要な役割を果たす消防団員は減少の傾向にあるので、消

防団総合整備事業等を活用した消防団の施設、設備の充実等により、消防団員の士気高揚及び初期消火

体制の整備を図るとともに、啓発活動による青年層、女性層の加入促進を図り、消防団活性化の推進を

図るとともに、ＮＰＯ、民間企業、自治会等多様な主体を消防・水防協力団体として指定することで消

防・水防活動の担い手を確保し、その育成強化を図るものとする。

また、消防の広域化及び連携協力等による、広域消防体制の推進を図るものとする。

第７節 消防・水防活動計画

第３ 計画の内容

１ 消防計画

（１）消防力の強化

「消防力の整備指針」に適合するように、消防施設、設備及び人員の増強を図るとともにその近代化

を促進するものとする。

特に、発災初期において、地域に密着して重要な役割を果たす消防団員は減少の傾向にあるので、消

防団総合整備事業等を活用した消防団の施設、設備の充実等により、消防団員の士気高揚及び初期消火

体制の整備を図るとともに、啓発活動による青年層、女性層の加入促進を図り、消防団活性化の推進を

図るとともに、ＮＰＯ、民間企業、自治会等多様な主体を消防・水防協力団体として指定することで消

防・水防活動の担い手を確保し、その育成強化を図るものとする。

また、消防の広域再編による、広域消防体制の推進を図るものとする。

長野県地域防災計

画に合わせて修正

（文言の修正）
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第２章 災害予防計画

頁 新 旧 修正理由・備考

41 第８節 要配慮者支援計画

第３ 計画の内容

１ 要配慮者支援計画の作成

（２）避難行動要支援者の把握と名簿の作成

ア 市は、地域防災計画に基づき、防災担当部局と福祉担当部局との連携の下、平常時より避難行

動要支援者に関する情報の把握に努め、避難行動要支援者名簿を作成する。また、避難行動要支

援者名簿については、地域における避難行動要支援者の居住状況や避難支援を必要とする事由を

適切に反映したものとなるよう、定期的に更新するとともに、庁舎の被災等の事態が生じた場合

においても名簿の活用に支障が生じないよう、名簿情報の適切な管理に努めるものとする。居宅

で人工呼吸器等を日常的に用い、長時間（概ね４時間以上）の停電が生命維持にかかわる児・者

については、平時から非常用電源の確保、災害時の安否確認の体制整備、医療機関等との連携体

制の整備に努めるものとする。

なお、従前から整備してきた災害時要援護者台帳については、避難行動要支援者名簿とみなす

ものとする。

第８節 要配慮者支援計画

第３ 計画の内容

１ 要配慮者支援計画の作成

（２）避難行動要支援者の把握と名簿の作成

ア 市は、地域防災計画に基づき、防災担当部局と福祉担当部局との連携の下、平常時より避難行

動要支援者に関する情報の把握に努め、避難行動要支援者名簿を作成する。また、避難行動要支

援者名簿については、地域における避難行動要支援者の居住状況や避難支援を必要とする事由を

適切に反映したものとなるよう、定期的に更新するとともに、庁舎の被災等の事態が生じた場合

においても名簿の活用に支障が生じないよう、名簿情報の適切な管理に努めるものとする。

なお、従前から整備してきた災害時要援護者台帳については、避難行動要支援者名簿とみなす

ものとする。

長野県地域防災計

画に合わせて修正

（令和元年東日本

台風災害対応を振

り返り、医療的ケア

児等への対応を追

加）

42 ２ 在宅者支援

（３）応援体制及び受援体制の整備

市及び県は、他の地方公共団体において災害が発生し、応援要請がある場合に備え、派遣可能

な職員（社会福祉主事、保健師、看護師、介護職員、通訳者、手話通訳者等）、車両（移動入浴車、

小型リフト付車両等）、資機材（車椅子、ストレッチャー等）等、速やかに応援出動等の対応がで

きる体制を整備するとともに、必要な物資、資機材等の確保に努める。

また、災害発生時に応援要請を行う場合に備え、あらかじめ連絡調整責任者を定め、円滑かつ

効果的に応援を受けられる体制の整備に努める。

（４）避難所における要配慮者支援体制の整備

県及び市町村は、災害発生時において高齢者、障がい者等の要配慮者を支援するため、避難所

において、福祉的支援を行う災害派遣福祉チームの派遣に備え、保健医療関係者との連携、活動

内容についての周知、チーム員の研修を実施するなど体制を整備するものとする。

（５）緊急通報装置等の整備

市は、要配慮者の安全を確保するため、要配慮者の対応能力を考慮した緊急通報装置や自動消

火器、警報装置等の整備を推進するものとする。

（６）避難行動要支援者以外の要配慮者の状況把握

市は、民生児童委員、社会福祉協議会、自治会、自主防災組織、ＮＰＯ・ボランティア等の協

力や、地域の支え合い等の協力を得て、プライバシーの保護に十分配慮しつつ、避難行動要支援

者以外の要配慮者についても所在及び災害時における保健福祉サービスの要否等、在宅の避難行

動要支援者以外の要配慮者の状況把握に努めるものとする。

（７）避難行動要支援者以外の要配慮者名簿の整備

市は必要に応じて、災害の発生に備え、避難行動要支援者以外の要配慮者についても名簿を整

備し、災害発生時に効果的に利用することで、要配慮者に対する援護が適切に行われるように努

めるものとする。

（８）支援協力体制の整備

市は、保健福祉事務所、社会福祉施設、医療機関、社会福祉協議会、自治会、自主防災組織、

民生・児童委員、地域住民、ＮＰＯ・ボランティア等との連携の下に、災害時の安否確認、避難

誘導、情報提供、救護・救済対策、緊急受入れ等地域ぐるみの支援協力体制の確立に努めるもの

とする。

２ 在宅者支援

（３）応援体制及び受援体制の整備

市及び県は、他の地方公共団体において災害が発生し、応援要請がある場合に備え、派遣可能

な職員（社会福祉主事、保健師、看護師、介護職員、通訳者、手話通訳者等）、車両（移動入浴車、

小型リフト付車両等）、資機材（車椅子、ストレッチャー等）等、速やかに応援出動等の対応がで

きる体制を整備するとともに、必要な物資、資機材等の確保に努める。

また、災害発生時に応援要請を行う場合に備え、あらかじめ連絡調整責任者を定め、円滑かつ

効果的に応援を受けられる体制の整備に努める。

（新設）

（４）緊急通報装置等の整備

市は、要配慮者の安全を確保するため、要配慮者の対応能力を考慮した緊急通報装置や自動消

火器、警報装置等の整備を推進するものとする。

（５）避難行動要支援者以外の要配慮者の状況把握

市は、民生児童委員、社会福祉協議会、自治会、自主防災組織、ＮＰＯ・ボランティア等の協

力や、地域の支え合い等の協力を得て、プライバシーの保護に十分配慮しつつ、避難行動要支援

者以外の要配慮者についても所在及び災害時における保健福祉サービスの要否等、在宅の避難行

動要支援者以外の要配慮者の状況把握に努めるものとする。

（６）避難行動要支援者以外の要配慮者名簿の整備

市は必要に応じて、災害の発生に備え、避難行動要支援者以外の要配慮者についても名簿を整

備し、災害発生時に効果的に利用することで、要配慮者に対する援護が適切に行われるように努

めるものとする。

（７）支援協力体制の整備

市は、保健福祉事務所、社会福祉施設、医療機関、社会福祉協議会、自治会、自主防災組織、

民生・児童委員、地域住民、ＮＰＯ・ボランティア等との連携の下に、災害時の安否確認、避難

誘導、情報提供、救護・救済対策、緊急受入れ等地域ぐるみの支援協力体制の確立に努めるもの

とする。

長野県地域防災計

画に合わせて修正

（県が平成 31年 2

月に官民協働によ

るネットワークを

立ち上げ災害派遣

福祉チーム派遣に

関する協定を締結

したことに伴う修

正）
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第２章 災害予防計画

頁 新 旧 修正理由・備考

44 ３ 要配慮者利用施設対策

（８）要配慮者利用施設が実施する対策

エ 応援体制及び受援体制の整備

要配慮者利用施設においては、市及び県の指導の下に、他の要配慮者利用施設において災害が発

生し、応援要請がある場合に備え、派遣可能な職員（介護職員、生活指導員等）、車両（移動入浴車、

小型リフト付車等）、資機材（車椅子、ストレッチャー等）等、速やかに応援出動等の対応ができる

体制を整備するとともに、必要な物資、資機材等の確保に努める。

また、災害発生時に応援要請を行う場合に備え、あらかじめ連絡調整責任者を定め、円滑かつ効

果的に応援を受けられる体制の整備に努めるとともに、自治会等の自治組織との間で避難支援計画

等に関する協定を及び県内や隣県における同種の施設若しくは施設利用者の受入に関する協定を締

結するよう努める。

また、一般の指定避難所では生活が困難な障がい者や高齢者等が避難する福祉避難所の設置・運

営について、市から要請があった場合、積極的に協力する。

オ ホテル・旅館等の確保

市は、要配慮者の避難先として、ホテル・旅館等の民間施設を速やかに活用できるよう担当部署

の調整や協定の締結等に努めるものとする。県は災害救助法の制度周知等必要な支援に勤めるもの

とする。

カ 日本赤十字社長野県支部、県医師会、郡市医師会等は、県の指導に沿って、それぞれの関係医療

機関等に対し、災害時の入院患者の安全確保について特別の配慮を行うよう指導するものとする。

また、医療施設の損壊等により、入院患者の移送、医師、看護師等の確保、医薬品、医療用資器

材等の補給等応援要請がある場合に備え、広域的な相互応援及び受援体制の整備についてあらかじ

めそれぞれ関係機関等と調整するものとする。

キ 医療機関においては、災害時の入院患者等の安全の確保を図るため、厚生労働省のガイドライン

に沿って、各医療機関の実情に応じ防災マニュアルを作成するとともに、施設・設備の整備、点検、

患者家族連絡表の作成等緊急時の連絡体制や避難誘導体制の整備、職員教育や避難訓練の実施、医

薬品、医療用資器材等の備蓄など防災体制の強化を図るものとする。

ク 医療機関においては、市、県及び関係機関の指導の下に、他の医療機関において災害が発生し、

応援要請がある場合に備え、派遣可能な職員、車両、資器材等、速やかに応援出動等の対応ができ

る体制を整備するとともに、必要な物資、資器材等の確保に努めるものとする。

また、災害発生時に応援要請を行う場合に備え、あらかじめ連絡調整責任者を定め、円滑かつ効

果的に応援を受けられる体制の整備に努めるものとする。

３ 要配慮者利用施設対策

（８）要配慮者利用施設が実施する対策

エ 応援体制及び受援体制の整備

要配慮者利用施設においては、市及び県の指導の下に、他の要配慮者利用施設において災害が発

生し、応援要請がある場合に備え、派遣可能な職員（介護職員、生活指導員等）、車両（移動入浴車、

小型リフト付車等）、資機材（車椅子、ストレッチャー等）等、速やかに応援出動等の対応ができる

体制を整備するとともに、必要な物資、資機材等の確保に努める。

また、災害発生時に応援要請を行う場合に備え、あらかじめ連絡調整責任者を定め、円滑かつ効

果的に応援を受けられる体制の整備に努めるとともに、自治会等の自治組織との間で避難支援計画

等に関する協定を及び県内や隣県における同種の施設若しくはホテル等の民間施設等と施設利用者

の受入に関する協定を締結するよう努める。

また、一般の指定避難所では生活が困難な障がい者や高齢者等が避難する福祉避難所の設置・運

営について、市から要請があった場合、積極的に協力する。

（新設）

オ 日本赤十字社長野県支部、県医師会、郡市医師会等は、県の指導に沿って、それぞれの関係医療

機関等に対し、災害時の入院患者の安全確保について特別の配慮を行うよう指導するものとする。

また、医療施設の損壊等により、入院患者の移送、医師、看護師等の確保、医薬品、医療用資器

材等の補給等応援要請がある場合に備え、広域的な相互応援及び受援体制の整備についてあらかじ

めそれぞれ関係機関等と調整するものとする。

カ 医療機関においては、災害時の入院患者等の安全の確保を図るため、厚生労働省のガイドライン

に沿って、各医療機関の実情に応じ防災マニュアルを作成するとともに、施設・設備の整備、点検、

患者家族連絡表の作成等緊急時の連絡体制や避難誘導体制の整備、職員教育や避難訓練の実施、医

薬品、医療用資器材等の備蓄など防災体制の強化を図るものとする。

キ 医療機関においては、市、県及び関係機関の指導の下に、他の医療機関において災害が発生し、

応援要請がある場合に備え、派遣可能な職員、車両、資器材等、速やかに応援出動等の対応ができ

る体制を整備するとともに、必要な物資、資器材等の確保に努めるものとする。

また、災害発生時に応援要請を行う場合に備え、あらかじめ連絡調整責任者を定め、円滑かつ効

果的に応援を受けられる体制の整備に努めるものとする。

長野県地域防災計

画に合わせて修正

（文言の整理、要配

慮者への新型コロ

ナウイルス感染症

対策として、ホテル

旅館の活用につい

て追加）

46 第９節 緊急輸送計画

第３ 計画の内容

３ 輸送体制の整備計画

（２）必要に応じ、緊急輸送に係る調整業務等への運送事業者等の参加、物資の輸送拠点における運送

事業者等を主体とした業務の実施、物資の輸送拠点として運送事業者等の施設を活用するための体

制整備を図るものとする。この際、災害時に物資の輸送拠点から指定避難所等までの輸送手段を含

めた体制が速やかに確保できるよう、あらかじめ、適切な物資の輸送拠点を選定しておくよう努め

るものとする。

（３）物資の調達・輸送に必要となる情報項目・単位の整理による発注方法の標準化、物資の輸送拠点

となる民間施設への非常用電源、燃料貯蔵設備及び非常用通信設備の設置に係る支援、緊急通行車

両等への優先的な燃料供給等の環境整備を図るものとする。なお、燃料については、あらかじめ、

石油販売業者と、燃料の優先供給について協定の締結を推進するとともに、平時から受注機会の増

大などに配慮するよう努めるものとする。

第９節 緊急輸送計画

第３ 計画の内容

３ 輸送体制の整備計画

（２）必要に応じ、緊急輸送に係る調整業務等への運送事業者等の参加、物資の輸送拠点における運送

事業者等を主体とした業務の実施、物資の輸送拠点として運送事業者等の施設を活用するための体

制整備を図るものとする。

（３）物資の調達・輸送に必要となる情報項目・単位の整理による発注方法の標準化、物資の輸送拠点

となる民間施設への非常用電源や非常用通信設備の設置に係る支援、緊急通行車両等への優先的な

燃料供給等の環境整備を図るものとする。

国の防災基本計画、

長野県地域防災計

画に合わせて修正

（文言の修正）
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第２章 災害予防計画

頁 新 旧 修正理由・備考

49 第１１節 避難収容活動計画

第１ 基本方針

風水害の発生時には、まず行政、住民及び防災関係機関が一体となって被害軽減のための措置を講

ずることが重要であるが、がけ崩れや火災の延焼などにより、大きな被害を生じるおそれがあり、生

命に危険が及ぶような場合は、居住者や滞在者等は、速やかに安全な場所に避難することが必要とな

る。

このような事態に備え、迅速かつ円滑な避難活動を確保するため、要配慮者及び帰宅困難者、滞留

旅客（以下「帰宅困難者等」という。）に配慮した避難計画の作成、各種災害への安全性を考慮した指

定緊急避難場所及び指定避難所の確保等を図るものとする。

また、避難所における感染症対策については「ウィズコロナ・アフターコロナ時代」に向けて大き

な課題となっており、かつ、気候変動に伴い自然災害が頻発する中、避難所の生活環境改善が求めら

れている。

そのため、衛生、食事、睡眠（Ｔ：トイレ（衛生）、Ｋ：キッチン（食事）、Ｂ：ベッド等（睡眠））

に関する環境の重点的な向上が必要であり、備蓄や関係団体との協定締結等により発災に備えるもの

とする。

第１１節 避難収容活動計画

第１ 基本方針

風水害の発生時には、まず行政、住民及び防災関係機関が一体となって被害軽減のための措置を講

ずることが重要であるが、がけ崩れや火災の延焼などにより、大きな被害を生じるおそれがあり、生

命に危険が及ぶような場合は、居住者や滞在者等は、速やかに安全な場所に避難することが必要とな

る。

このような事態に備え、迅速かつ円滑な避難活動を確保するため、要配慮者及び帰宅困難者、滞留

旅客（以下「帰宅困難者等」という。）に配慮した避難計画の作成、各種災害への安全性を考慮した指

定緊急避難場所及び指定避難所の確保等を図るものとする。

長野県地域防災計

画に合わせて修正

（避難所の環境向

上に関する実務者

検討会中間報告書

を踏まえた修正）

51 第３ 計画の内容

１ 避難計画の策定等

（４）帰宅困難者等対策

帰宅困難者等を安全かつ適切に避難誘導・保護するため、具体的な避難計画を策定するとともに、

帰宅困難者等に確実に情報伝達できるよう必要な体制の整備を図る。

また、帰宅困難者の発生を抑制するために、事業所等に対して、備蓄や災害対応マニュアルの作

成を促すなど普及啓発を図る。

なお、指定緊急避難場所や避難所に避難したホームレスについて、住民票の有無等に関わらず適

切に受け入れられるよう、地域の実情や他の避難者の心情等について勘案しながら、あらかじめ受

け入れる方策について定めるよう努めるものとする。

第３ 計画の内容

１ 避難計画の策定等

（４）帰宅困難者等対策

帰宅困難者等を安全かつ適切に避難誘導・保護するため、具体的な避難計画を策定するとともに、

帰宅困難者等に確実に情報伝達できるよう必要な体制の整備を図る。

また、帰宅困難者の発生を抑制するために、事業所等に対して、備蓄や災害対応マニュアルの作

成を促すなど普及啓発を図る。

国の防災基本計画、

長野県地域防災計

画に合わせて修正

（令和元年東日本

台風における他都

県での課題を踏ま

えた国の防災基本

計画の反映）

51 （５）住民が実施する計画

ア 家族が慌てず行動できるよう次のことを話し合い家族内の役割分担を決めておくものとする。

（ア）家の中のどこが安全か

（イ）救急医薬品や火気などの点検

（ウ）幼児や高齢者の避難の確認

（エ）指定緊急避難場所、指定避難所及び避難経路の確認

（オ）避難するとき誰が何を持ち出すか、非常持ち出し袋はどこに置くか

（カ）家族間の連絡方法と最終的に落ち合う場所の確認

（キ）昼と夜の場合の家族の分担

イ 防災訓練に参加し、避難行動を実践的に身につけるものとする。

ウ 指定避難所での生活に最低限必要な食料、水、衣類等生活必需品、医薬品、携帯ラジオ、携帯電

話用モバイルバッテリー等をいつでも持ち出すことができるように備えておく。

（６）県及び市町村は地域住民の声掛けにより、避難情報が共有され、避難行動が促されるよう「率先安

全避難者」制度の運用を検討する。また、河川の水位・監視カメラ映像のリアルタイム配信など、身

近に迫る危険な情報を多様な伝達手段を用いて住民に伝達するよう努めるものとする。

（５）住民が実施する計画

ア 家族が慌てず行動できるよう次のことを話し合い家族内の役割分担を決めておくものとする。

（ア）家の中のどこが安全か

（イ）救急医薬品や火気などの点検

（ウ）幼児や高齢者の避難の確認

（エ）指定緊急避難場所、指定避難所及び避難経路の確認

（オ）避難するとき誰が何を持ち出すか、非常持ち出し袋はどこに置くか

（カ）家族間の連絡方法と最終的に落ち合う場所の確認

（キ）昼と夜の場合の家族の分担

イ 防災訓練に参加し、避難行動を実践的に身につけるものとする。

ウ 指定避難所での生活に最低限必要な食料、水、衣類等生活必需品、医薬品、携帯ラジオ、携帯電

話用モバイルバッテリー等をいつでも持ち出すことができるように備えておく。

（新設）

長野県地域防災計

画に合わせて修正

（住民の避難行動

を促す情報発信・伝

達のあり方検討会

の議論を踏まえ、率

先安全避難者を位

置付ける。また、流

域治水プロジェク

トにおける取組に

ついて記載）
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第２章 災害予防計画

頁 新 旧 修正理由・備考

53 ３ 避難所の確保

（４）指定避難所に指定した施設については、必要に応じ、良好な生活環境を確保するために、換気、

照明、冷暖房等の施設の整備に努めるものとする。

なお、設備の整備に当たっては、電力、ガス等の供給が長期間停止することを想定した整備に努

めるものとする。

また、避難所の感染症対策については、第３章第１７節「保健衛生、感染症予防活動」を踏まえ、

感染症患者が発生した場合の対応やホテルや旅館等の活用等、平常時から防災担当部局と保健福祉

担当部局が連携し、検討するよう努めるものとする。

－中略－

（６）テレビ、携帯ラジオ等被災者による災害情報の入手に資する機器の整備を図るものとする。また、

要配慮者のニーズを把握し、適切な情報保障を行うものとする。

（７）指定された指定避難所又はその近傍で、地域完結型の備蓄施設を確保し、食料、水、非常用電源、

常備薬、マスク、消毒液、炊きだし用具、毛布等避難生活に必要な物資の備蓄に努めるものとする。

また、灯油、エルピーガスなどの常設に努めるものとする。

－中略－

（11）「長野県避難所運営マニュアル策定指針」（令和２年７月改定）、長野県避難所TKBスタンダード等

を参考として、各指定避難所の運営マニュアル等の整備に努めるものとする。

（12）市が指定避難所となる施設については、あらかじめ必要な機能を整理し、備蓄場所の確保や通信

設備の整備等に努めるものとする。また、必要に応じ指定避難所の電力容量の拡大に努めるものと

する。

３ 避難所の確保

（４）指定避難所に指定した施設については、必要に応じ、良好な生活環境を確保するために、換気、

照明等の施設の整備に努めるものとする。

なお、設備の整備に当たっては、電力、ガス等の供給が長期間停止することを想定した整備に努

めるものとする。

－中略－

（６）テレビ、携帯ラジオ等被災者による災害情報の入手に資する機器の整備を図るものとする。

（７）指定された指定避難所又はその近傍で、地域完結型の備蓄施設を確保し、食料、水、非常用電源、

常備薬、炊きだし用具、毛布等避難生活に必要な物資の備蓄に努めるものとする。また、灯油、エ

ルピーガスなどの常設に努めるものとする。

－中略－

（11）「避難所マニュアル策定指針」（平成24年3月長野県危機管理部）等を参考として、各指定避難所

の運営マニュアル等の整備に努めるものとする。

（12）市が指定避難所となる施設については、あらかじめ必要な機能を整理し、備蓄場所の確保や通信

設備の整備等に努めるものとする。

長野県地域防災計

画に合わせて修正

（令和元年東日本

台風災害を踏まえ

た文言の追加、避難

所の新型コロナウ

イルス感染症対策

に関する基本的な

事項の追加）

56 ６ 在宅避難者等の支援

（１）現状及び課題

以下の者については、支援に関する情報が届きにくくなり、生活再建に遅れが生じる恐れがある

ため、速やかに避難先を把握する必要がある。

ア 在宅避難者（被災者の中で避難所に居場所を確保できず、やむを得ず被災した自宅に戻って避

難生活を送っている者又はライフライン等が途絶した中で不自由な生活を送っている者をいう。

以下同じ。)
イ 親戚宅等避難者（親戚・知人宅等避難所以外の多様な避難先へ避難した者をいう。以下同じ。)
加えて在宅避難者は不自由な生活が長期化すれば、健康を害する恐れが高まるため、住まいの状

況を把握し適切な支援につなげる必要がある。

（２）実施計画

住家の被害認定調査、保健師等による保健衛生活動、罹災証明書の発行手続き、避難所での炊き

出し等において、半壊以上の被害を受けた在宅避難者及び親戚宅等避難者の避難先や住まいの状況

を把握し、関係機関で共有できるよう、体制整備に努めるものとする。

（新設） 長野県地域防災計

画に合わせて修正

（令和元年東日本

台風において、在宅

避難者の状況把握

に時間を要したこ

とが課題であった

ことを踏まえた修

正）

59 第１３節 孤立防止対策

第３ 計画の内容

１ 通信手段の確保

（１）防災行政無線や衛星通信等災害時の通信手段確保に努めるものとする。その際、停電時でも通信が

確保できるシステムとするものとする。

第１３節 孤立防止対策

第３ 計画の内容

１ 通信手段の確保

（１）防災行政無線や衛星携帯電話等災害時の通信手段確保に努めるものとする。その際、停電時でも通

信が確保できるシステムとするものとする。

国の防災基本計画、

長野県地域防災計

画に合わせて修正

（文言の修正）

61 第１４節 食料品等の備蓄・調達計画

第２ 主な取組み

３ 初期の対応に必要な量の食料品等を備蓄するほか、食料品等の性格に応じ、集中備蓄又は指定避

難所の位置を勘案した分散備蓄を行うなどの観点に対しても配慮するとともに、備蓄拠点を設ける

など、態勢の整備に努める。また、物資調達・輸送調整等支援システムを活用し，あらかじめ，備

蓄物資や物資拠点の登録に努めるものとする。

４ 平時から、訓練等を通じて、物資の備蓄状況や運送手段の確認を行うとともに、災害協定を締結

した民間事業者等の発災時の連絡先、要請手続等の確認を行うよう努めるものとする。

第１４節 食料品等の備蓄・調達計画

第２ 主な取組み

３ 初期の対応に必要な量の食料品等を備蓄するほか、食料品等の性格に応じ、集中備蓄又は指定避

難所の位置を勘案した分散備蓄を行うなどの観点に対しても配慮するとともに、備蓄拠点を設ける

など、態勢の整備に努める。

国の防災基本計画、

長野県地域防災計

画に合わせて修正

（文言の修正）
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第２章 災害予防計画

頁 新 旧 修正理由・備考

67 第１８節 電気施設災害予防計画

第３ 計画の内容

県、市町村、電気事業者及び電気通信事業者は、倒木等により電力供給網、通信網に支障が生じるこ

とへの対策として、地域性を踏まえつつ、事前伐採等による予防保全や災害時の復旧作業の迅速化に向

けた、相互の連携の拡大に努めるものとする。。

第１８節 電気施設災害予防計画

第３ 計画の内容

電力会社との連携を図るものとする。

国の防災基本計画、

長野県地域防災計

画に合わせて修正

（文言の修正）

71 第２２節 通信・放送施設災害予防計画

第３ 計画の内容

１ 緊急時のための通信確保

各機関において、有線・無線系および地上・衛星系による通信回線の多ルート化、中枢機能の分散

化、機器の二重化、移動体通信機器の整備を図るほか、緊急時のための通信施設、機器を整備する。

通信施設の整備に当たっては、自機関関係各所はもとより、自機関以外の防災関係機関との情報伝達

ができる手段についても配慮するものとする。

また、非常通信を行う場合に備え、あらかじめ通信を依頼する無線局を選定しておくこととする。

この場合、非常通信協議会とも連携し、訓練等を通じて、実効性の確保に留意する。

第２２節 通信・放送施設災害予防計画

第３ 計画の内容

１ 緊急時のための通信確保

各機関において、有線・無線系および地上・衛星系による通信回線の多ルート化、中枢機能の分散

化、機器の二重化、移動体通信機器の整備を図るほか、緊急時のための通信施設、機器を整備する。

通信施設の整備に当たっては、自機関関係各所はもとより、自機関以外の防災関係機関との情報伝達

ができる手段についても配慮するものとする。

また、非常通信を行う場合に備え、あらかじめ通信を依頼する無線局を選定しておくこととする。

国の防災基本計画、

長野県地域防災計

画に合わせて修正

（文言の追加）

71 ２ 市防災行政無線通信施設災害予防

住民への周知として、メール配信やケーブルテレビ等への多様な配信手段を整備すると共に、防災、

生活関連機関、自主防災組織などで相互間通信を行える防災行政無線や衛星携帯電話等の整備を図る。

また、ＩＰ通信網やケーブルテレビ網等の活用を図り、通信施設については、風水害などに備えた災害

予防対策を図るものとする。

２ 市防災行政無線通信施設災害予防

住民への周知として、メール配信やケーブルテレビ等への多様な配信手段を整備すると共に、防災、

生活関連機関、自主防災組織などで相互間通信を行える防災行政無線や衛星携帯電話等の整備を図る。

また、通信施設については、風水害などに備えた災害予防対策を図るものとする。

国の防災基本計画、

長野県地域防災計

画に合わせて修正

（文言の追加）

75 第２４節 災害広報計画

第３ 計画の内容

１ 被災者及び住民等への情報の提供体制

（削除）

（７）被災者及び住民等に対して各種の情報提供を行うため、県及び報道機関等と体制の整備・確認を

行うとともに、安否情報の確認手段について、住民への普及啓発に努める。

（８）日本電信電話株式会社等の電気通信事業者が災害時に提供する伝言サービスの仕組みや利用方法

等の周知に努める。

第２４節 災害広報計画

第３ 計画の内容

１ 被災者及び住民等への情報の提供体制

（７）被災者及び住民等に対して各種の情報提供を行うため、県及び長野県大規模災害ラジオ放送協議

会と体制の整備・確認を行う。

（８）（７）のほか、被災者及び住民等に対して各種の情報提供を行うため、県及び報道機関等と体制の

整備・確認を行うとともに、安否情報の確認手段について、住民への普及啓発に努める。

（９）日本電信電話株式会社等の電気通信事業者が災害時に提供する伝言サービスの仕組みや利用方法

等の周知に努める。

長野県地域防災計

画に合わせて修正

（長野県大規模災

害ラジオ放送協議

会の解散に伴う修

正）

79 第２５節 土砂災害等の災害予防計画

第３ 計画の内容

６ 土砂災害警戒区域の対策

（２）土砂災害特別警戒区域については、以下の措置を講ずるものとする。

ア 建築基準法に基づく建築物の構造規制を踏まえた安全確保の推進

第２５節 土砂災害等の災害予防計画

第３ 計画の内容

６ 土砂災害警戒区域の対策

（２）土砂災害特別警戒区域については、以下の措置を講ずるものとする。

ア 建築基準法に基づく建築物の構造規制

国の防災基本計画、

長野県地域防災計

画に合わせて修正

（文言の追加）

82 第２８節 道路及び橋梁災害予防計画

第３ 計画の内容

３ 危険防止のための事前規制

（１）道路管理者並びに警察等は、あらかじめ特別警報発令時などにおいて通行規制が必要な道路及び

橋梁について検討し、情報共有を図るものとする。また、道路管理者は、降雨予測等から通行規制

範囲を広域的に想定して、できるだけ早く通行規制予告を発表するものとする。その際、当該情報

が入手しやすいよう多様な広報媒体を活用し、日時、迂回経路等を示すものとする。また、降雨予

測の変化に応じて予告内容の見直しを行うものとする。。

第２８節 道路及び橋梁災害予防計画

第３ 計画の内容

３ 危険防止のための事前規制

（１）道路管理者並びに警察等は相互に連携し、気象・水象情報、道路情報等を迅速に収集し、道路の

通行に危険が認められる場合は、通行規制を実施する。

国の防災基本計画、

長野県地域防災計

画に合わせて修正

（文言の修正）
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第２章 災害予防計画

頁 新 旧 修正理由・備考

84 第３０節 ため池災害予防計画

第２ 主な取組み

決壊した場合の浸水区域に家屋や公共施設等が存在し、人的被害を与えるおそれのある「防災重点

ため池」を優先して対策に取り組む。

１ 緊急時の迅速な避難行動につながる対策

ハザードマップの作成と公表により、地域住民にわかりやすい防災情報を提供する。

２ 施設機能の適切な維持・補強に向けた対策

農業用水として利用されなくなったため池は所有者等の合意を得て、廃止を推進する。また、決

壊した場合に人的被害を与えるおそれがあるため池は、豪雨対策を推進する。

第３０節 ため池災害予防計画

第２ 主な取組み

巡回点検等によりため池の現状を常に把握するとともに、緊急度の高いものから順次補強工事を実

施していく。

また、防災重点ため池※等、決壊した場合の浸水区域に家屋や公共施設等が存在し、人的被害を与

えるおそれのあるため池について、緊急連絡体制の整備等を推進するとともに、決壊した場合の影響

度が大きいため池から、ハザードマップの作成・周知を図る。

※防災重点ため池：堤高15ｍ以上又は貯水量10万㎥以上のため池下流に人家矢公共施設等が存在

し、市が指定したため池

長野県地域防災計

画に合わせて修正

（県の防災重点た

め池の再選定に伴

う修正）

84 第３ 計画の内容

１ ため池の諸元、改修履歴等について明記した「ため池カルテ」を整備し、施設の状況について適時

確認するとともに、変更が生じた場合は県に報告するものとする。

２ ため池管理者等との緊急連絡網を作成するものとする。

第３ 計画の内容

１ ため池の諸元、施設の構造及び下流の状況等について明記した「ため池カルテ」を整備し、施設の

状況について適時確認するとともに、変更が生じた場合は県に報告するものとする。

２ 必要に応じ土のう、杭等の応急資材を準備するものとする。

長野県地域防災計

画に合わせて修正

（長野県ため池整

備計画の制定に伴

う修正）

85 第３１節 農林水産物災害予防計画

第３ 計画の内容

１ 農水産物災害予防計画

農業農村支援センター、農協等と連携し、農業者等に対し予防技術の周知徹底を図るものとする。

第３１節 農林水産物災害予防計画

第３ 計画の内容

１ 農水産物災害予防計画

農業改良普及センター、農協等と連携し、農業者等に対し予防技術の周知徹底を図るものとする。

長野県地域防災計

画に合わせて修正

（組織改正に伴う

修正）

88 第３３節 防災知識普及計画

第３ 計画の内容

１ 住民等に対する防災知識の普及活動

（２）防災マップ、地区別防災カルテ、災害時の行動マニュアル、災害ハザードマップ等を作成配布し、

徹底した情報提供を行う。

なお、ハザードマップ等の配布又は回覧に際しては，居住する地域の災害リスクや住宅の条件等を

考慮したうえでとるべき行動や適切な避難先を判断できるよう周知に努めるものとする。

また、安全な場所にいる人まで避難場所に行く必要がないこと、避難先として安全な親戚・知人宅

等多様な避難が選択肢としてあること、警戒レベル４で「危険な場所から全員避難」すべきこと等の

避難に関する情報の意味の理解の促進に努めるものとする。

ア 浸水想定区域については次の事項を記載したマップを作成し、住民等へ配布する。その際、河

川近傍や浸水深の大きい区域については「早期の立退き避難が必要な区域」として明示するとと

もに、避難時に活用する道路において冠水が想定されていないか住民等に確認を促すように努め

る。また、ホームページ等での情報提供も行う。

－中略－

（６）防災（防災・減災への取組実施機関）と福祉（地域包括支援センター・ケアマネージャー）の連

携により、高齢者に対し、適切な避難行動に関する理解の促進を図る。

－中略－

（９）防災週間、水防月間、土砂災害防止月間、山地災害防止キャンペーン、雪崩防止週間等を通じ、各

種講習会、イベント等を開催し、水防、土砂災害、雪崩災害、二次災害防止等に関する総合的な知識

の普及に努める。

また、住民に対し，水害時のシミュレーション結果等を示しながら，「早期の立退き避難が必要な区

域」からの迅速で確実な立退き避難を求めるとともに、浸水深、浸水継続時間等に応じて、水・食料

を備蓄すること、ライフライン途絶時の対策をとること、保険・共済等の生活再建に向けた事前の備

え、マイ・タイムラインの作成方法等について，普及啓発を図る。

第３３節 防災知識普及計画

第３ 計画の内容

１ 住民等に対する防災知識の普及活動

（２）防災マップ、地区別防災カルテ、災害時の行動マニュアル、災害ハザードマップ等を作成配布し、

徹底した情報提供を行う。

ア 浸水想定区域については次の事項を記載したマップを作成し、住民等へ配布する。その際、河

川近傍や浸水深の大きい区域については「早期の立退き避難が必要な区域」として明示すること

に努める。また、ホームページ等での情報提供も行う。

－中略－

（６）防災（防災・減災への取組実施機関）と福祉（地域包括支援センター・ケアマネージャー）の連

携により、高齢者の避難行動に対する理解の促進を図る。

－中略－

（９）防災週間、水防月間、土砂災害防止月間、山地災害防止キャンペーン、雪崩防止週間等を通じ、各

種講習会、イベント等を開催し、水防、土砂災害、雪崩災害、二次災害防止等に関する総合的な知識

の普及に努める。

また、住民に対し，水害時のシミュレーション結果等を示しながら，「早期の立退き避難が必要な区

域」からの迅速で確実な立退き避難を求めるとともに、浸水深、浸水継続時間等に応じて、水・食料

を備蓄すること、ライフライン途絶時の対策をとること、保険・共済等の生活再建に向けた事前の備

え等について，普及啓発を図る。

長野県地域防災計

画に合わせて修正

（令和元年東日本

台風の教訓を踏ま

え県民が「自らの命

は自ら守る」を実施

できるよう逃げ遅

れゼロプロジェク

トの取組について

記載、県民一人ひと

りが適切な行動を

とり自らの命は自

ら守れるよう、マ

イ・タイムラインの

普及について市町

村の役割を記載す

る）

93 第３５節 災害復旧・復興への備え

第１ 基本方針

災害廃棄物の処理を円滑かつ迅速に行うため、大量の災害廃棄物の発生に備え、広域処理体制の整

備に努める。

また、災害発生後円滑で迅速な復興活動を行うために、平常時から復興時の参考になるデータの保

存及びバックアップ体制及び罹災証明書の発行体制を整備する。

なお、災害復旧用資材の供給体制の整備を図ることも、円滑で迅速な復興活動のためには重要であ

る。

第３５節 災害復旧・復興への備え

第１ 基本方針

災害廃棄物の発生を抑制するため、大量の災害廃棄物の発生に備え、広域処理体制の充実に努める。

また、災害発生後円滑で迅速な復興活動を行うために、平常時から復興時の参考になるデータの保

存及びバックアップ体制及び罹災証明書の発行体制を整備する。

なお、災害復旧用資材の供給体制の整備を図ることも、円滑で迅速な復興活動のためには重要であ

る。

長野県地域防災計

画に合わせて修正

（文言の修正）
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第２章 災害予防計画

頁 新 旧 修正理由・備考

93 第３ 計画の内容

１ 災害廃棄物の発生への対応

（１）地震による災害廃棄物の発生を抑制するため、建築物の耐震化等に努めるものとする

（２）大量の災害廃棄物の発生に備え、大規模仮置場の候補地の確認など広域処理体制の整備に努める

ものとする。

第３ 計画の内容

１ 災害廃棄物の発生への対応

（１）地震による災害廃棄物の発生を抑制するため、建築物の耐震化等に努めるものとする

（２）大量の災害廃棄物の発生に備え、大規模仮置場の候補地の確認など広域処理体制の充実に努める

ものとする。

長野県地域防災計

画に合わせて修正

（文言の修正）

99 第３７節 企業防災に関する計画

第３ 計画の内容

５ 企業が実施する計画

（５）豪雨や暴風などで屋外移動が危険な状況であるときに従業員等が屋外を移動することのないよう，

テレワークの実施，時差出勤，計画的休業など不要不急の外出を控えさせるための適切な措置を講

ずるよう努めるものとする。

第３７節 企業防災に関する計画

第３ 計画の内容

５ 企業が実施する計画

（新設）

国の防災基本計画、

長野県地域防災計

画に合わせて修正

（文言の追加）

100 第３８節 ボランティア活動の環境整備

第２ 主な取組み

１ ボランティアの事前登録を、市災害ボランティアセンター、日本赤十字社長野県支部等において実

施する。

２ ボランティア活動の環境整備を推進する。

３ ボランティア団体の連携を図るため、連絡協議会の設置を図る。

第３８節 ボランティア活動の環境整備

第２ 主な取組み

１ ボランティアの事前登録を、市社会福祉協議会ボランティアセンター、日本赤十字社長野県支部等

において実施する。

２ 防災ボランティア活動の環境整備を推進する。

３ ボランティアグループやボランティア団体の連携を図るため、連絡協議会の設置を図る。

長野県地域防災計

画に合わせて修正

（表記の統一）

100 第３ 計画の内容

１ ボランティアの事前登録

多様なボランティア活動が適時適切に行われるためには、あらかじめ災害時に救援活動を行い得る

ボランティアの所在、活動内容等を把握しておくことが求められるところであり、事前登録制度の推

進を図ることが必要である。

市社会福祉協議会は、災害時における多様な被災者のボランティアニーズに対応できるよう、ボラ

ンティアの事前登録の推進を図る。

第３ 計画の内容

１ ボランティアの事前登録

多様なボランティア活動が適時適切に行われるためには、あらかじめ災害時に救援活動を行い得る

ボランティアの所在、活動内容等を把握しておくことが求められるところであり、事前登録制度の推

進を図ることが必要である。

市社会福祉協議会は、災害時における多様なボランティアニーズに対応できるよう、ボランティア

の事前登録の推進を図る。

長野県地域防災計

画に合わせて修正

（対象者の明確化）

100 ２ 防災ボランティア活動の環境整備

平常時から地域団体、ＮＰＯ・ボランティア等の活動支援やリーダーの育成を図るとともに、ＮＰ

Ｏ・ボランティア等と協力して、発災時のボランティアとの連携について検討する。

行政・ＮＰＯ・ボランティア等の三者で連携し、平常時の登録、研修制度、災害時におけるボラン

ティア活動の受入れや調整を行う体制、ボランティア活動の拠点の確保、活動上の安全確保、被災者

ニーズ等の情報提供方策等について意見交換を行う情報共有会議の整備・強化を、研修や訓練を通じ

て推進するものとする。

社会福祉協議会、ＮＰＯ等関係機関との間で、被災家屋からの災害廃棄物、がれき、土砂の撤去等

に係る連絡体制を構築するものとする。また、地域住民やＮＰＯ・ボランティア等への災害廃棄物の

分別・排出方法等に係る広報・周知を進めることで、ボランティア活動の環境整備に努めるものとす

る。

社会福祉協議会と平常時から相互に協力し、防災訓練等を通じて、災害ボランティアセンターの設

置・運営における連携体制を整えるものとする。

２ 防災ボランティア活動の環境整備

平常時から地域団体、ＮＰＯ・ボランティア等の活動支援やリーダーの育成を図るとともに、ＮＰ

Ｏ・ボランティア等と協力して、発災時のボランティアとの連携について検討する。

行政・ＮＰＯ・ボランティア等の三者で連携し、平常時の登録、研修制度、災害時における防災ボ

ランティア活動の受入れや調整を行う体制、防災ボランティア活動の拠点の確保、活動上の安全確保、

被災者ニーズ等の情報提供方策等について意見交換を行う情報共有会議の整備・強化を、研修や訓練

を通じて推進するものとする。

社会福祉協議会、ＮＰＯ等関係機関との間で、被災家屋からの災害廃棄物、がれき、土砂の撤去等

に係る連絡体制を構築するものとする。また、地域住民やＮＰＯ・ボランティア等への災害廃棄物の

分別・排出方法等に係る広報・周知を進めることで、防災ボランティア活動の環境整備に努めるもの

とする。

（新設）

長野県地域防災計

画に合わせて修正

（表記の統一、文言

の追加）

101 ３ ボランティア団体間の連携

市及び県は、ボランティア関係団体、中間支援組織（ＮＰＯ・ボランティア等の活動支援や活動調

整を行う組織）と連携し、ボランティア団体相互間の連携を深めるため連絡会議等の設置を推進する

とともに、災害時を想定した訓練や研修の実施に努めるものとする。

３ ボランティア団体間の連携

市及び県は、ボランティアグループ・団体、中間支援組織（ボランティア団体・ＮＰＯ等の活動支

援やＮＰＯ・ボランティア等の活動調整を行う組織）相互間の連携を深めるため連絡会議の設置を推

進するとともに、災害時を想定した訓練や研修の実施に努める。

長野県地域防災計

画に合わせて修正

（文言の修正）

101 ４ ボランティアコーディネーターの養成

市、市社会福祉協議会及び県、県社会福祉協議会、日本赤十字社長野県支部等は、ボランティアコー

ディネーター養成研修の実施や、全国社会福祉協議会が開催するより実践的で高度な養成研修への参加

促進を図るなど、協力してボランティアコーディネーターの養成及び資質向上に努めるものとする。

４ ボランティアコーディネーターの養成

市、市社会福祉協議会及び県、県社会福祉協議会、日本赤十字社長野県支部等は、災害ボランティア

コーディネーター養成研修の実施や、全国社会福祉協議会が開催するより実践的で高度な養成研修への

参加促進を図るなど、協力してボランティアコーディネーターの養成及び資質向上に努めるものとする。

長野県地域防災計

画に合わせて修正

（表記の統一）
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第３章 災害応急対策計画

頁 新 旧 修正理由・備考

113 第１節 災害直前活動

第３ 活動の内容

４ 警報等の種類及び発表基準

警報・注意報発表基準一覧表（上田地域）

（令和 2年 8月 6日現在）

第１節 災害直前活動

第３ 活動の内容

４ 警報等の種類及び発表基準

警報・注意報発表基準一覧表（上田地域）

（平成 29 年 7月 7日現在）

大雨・洪水警報の基

準値変更
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第３章 災害応急対策計画

頁 新 旧 修正理由・備考

114

大雨・洪水注意報の

基準値変更
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第３章 災害応急対策計画

頁 新 旧 修正理由・備考

116 ３ 消防法に基づくもの

（１）火災気象通報

消防法に基づき、気象の状況が火災の予防上危険と認められるときに長野地方気象台長が長野県知

事に対して行う通報をいう。

区 分 発 表 基 準

火災気象通報 長野地方気象台が定めた「乾燥注意報」及び「強風注意報」の基準と同一とす

る。

ただし、実施基準に該当する地域及び時間帯で降水（降雪を含む）が予想され

る場合には、通報を実施しない場合がある。

３ 消防法に基づくもの

（１）火災気象通報

消防法に基づき、気象の状況が火災の予防上危険と認められるときに長野地方気象台長が長野県知

事に対して行う通報をいう。

区 分 発 表 基 準

火災気象通報 気象の状況が次のいずれか一つの条件を満たしたときとする。

１ 実効湿度が55% 以下で最小湿度が20%以下になる見込みのとき。
２ 実効湿度が60% 以下、最小湿度が40%以下で、最大風速が７メート
ルを超える見込みのとき。

３ 平均風速10メートル以上の風が１時間以上連続して吹く見込みのとき。
（降雨、降雪のときには通報しないことがある）

火災気象通報の発

表基準変更
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第３章 災害応急対策計画

頁 新 旧 修正理由・備考

118 警報等伝達系統図

１ 注意報・警報および情報

（１）系統図

警報等伝達系統図

１ 注意報・警報および情報

（１）系統図

長野県地域防災計

画に合わせて修正

（中部電力パワー

グリッド株式会社

へ社名が変更）
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第３章 災害応急対策計画

頁 新 旧 修正理由・備考

125 第２節 災害情報の収集・連絡活動

第２ 活動の内容

２ 被害状況等の調査と調査責任機関

第２節 災害情報の収集・連絡活動

第２ 活動の内容

２ 被害状況等の調査と調査責任機関

長野県地域防災計

画に合わせて修正

（組織改正に伴う

修正）

127 ５ 通信手段の確保

各防災関係機関は、災害発生後直ちに情報通信手段の機能の確認を行うとともに、支障が生じた施設

の復旧をすみやかに行うものとする。また、支障が生じた施設の復旧がなされるまでの間は、航空機、

無人航空機等による目視・撮影、衛星携帯電話、各種移動無線通信機器及びアマチュア無線等の活用を

図る。

（１）市防災行政無線及び県防災行政無線の活用を図る。

（２）災害情報の共有ならびに通信手段確保のため可搬型移動無線、衛星携帯電話等移動無線機器の活用

を図る。

（３）必要に応じて、信越総合通信局に対し、災害対策用移動通信機器、災害対策用移動電源車の貸出要

請を行う。

５ 通信手段の確保

各防災関係機関は、災害発生後直ちに情報通信手段の機能の確認を行うとともに、支障が生じた施設

の復旧をすみやかに行うものとする。また、支障が生じた施設の復旧がなされるまでの間は、航空機に

よる目視・撮影、衛星携帯電話、各種移動無線通信機器及びアマチュア無線等の活用を図る。

（１）市防災行政無線及び県防災行政無線の活用を図る。

（２）可搬型移動無線、衛星携帯電話等移動無線機器の活用を図る。

（新設）

国の防災基本計画、

長野県地域防災計

画に合わせて修正

（文言の修正、令和

元年東日本台風災

害対応の振りに伴

う修正）
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第３章 災害応急対策計画

頁 新 旧 修正理由・備考

128 第２節 災害情報の収集・連絡活動

別記災害情報収集連絡系統

（１）概況速報 長野県防災情報システム クロノロジーを使用

人的被害、住家被害に関するもの及び集落の孤立を伴う交通情報を中心に報告する。

第２節 災害情報の収集・連絡活動

別記災害情報収集連絡系統

（１）概況速報 様式１号（消防庁への速報は様式 21号（表 21の２））

長野県地域防災計

画に合わせて修正

（令和元年東日本

台風の発災当初、長

野市以外の浸水範

囲や被害家屋数の

概数把握に時間を

要したことから、市

町村等から報告を

求める内容及び様

式を明確化する修

正）

128 （２）人的及び住家の被害状況報告

行方不明者として把握した者が、他の市町村に住民登録を行っていることが判明した場合には、当

該登録地の市町村（外国人のうち、旅行者など住民登録の対象外の者は外務省）又は県危機管理防災

課（災害対策本部）に連絡するものとする。

（２）人的及び住家の被害状況報告

行方不明者として把握した者が、他の市町村に住民登録や外国人登録を行っていることが判明した

場合には、当該登録地の市町村（外国人のうち、旅行者など住民登録の対象外の者は外務省）又は県

危機管理防災課（災害対策本部）に連絡するものとする。

長野県地域防災計

画に合わせて修正

（平成 24 年 7月 9

日より外国人登録

制度が変更となり、

外国人登録制度は

廃止され、外国人住

民においても日本

人と同様に住民基

本台帳制度の対象

となっているため）

128 （３）社会福祉施設の被害状況報告 様式３号 （３）社会福祉施設の被害状況報告 様式３号
長野県地域防災計

画に合わせて修正

（組織改正に伴う

修正）
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第３章 災害応急対策計画

頁 新 旧 修正理由・備考

129 （４）農業関係被害状況報告 様式５号

ア 農・畜・養蚕・水産業被害状況報告

（４）農業関係被害状況報告 様式５号

ア 農・畜・養蚕・水産業被害状況報告 長野県地域防災計

画に合わせて修正

（組織改正に伴う

修正）

129 （６）土木関係被害状況報告

ア 県管理河川の氾濫箇所 地図又は GISによる

イ 公共土木施設被害状況報告等 様式７号

－（図略）－

ウ 土砂災害等による被害報告 地図若しくは GIS又は様式７号
－（図略）－

（６）土木関係被害状況報告 様式７号

（新設）

ア 公共土木施設被害状況報告等

－（図略）－

イ 土砂災害等による被害報告

－（図略）－

長野県地域防災計

画に合わせて修正

（令和元年東日本

台風の発災当初、長

野市以外の浸水範

囲や被害家屋数の

概数把握に時間を

要したことから、市

町村等から報告を

求める内容及び様

式を明確化する修

正）

131 （10）感染症関係報告 様式11号 （10）感染症関係報告 様式11号
長野県地域防災計

画に合わせて修正

（県組織改編によ

る修正）

131 （11）医療施設関係被害状況報告 様式12号 （11）医療施設関係被害状況報告 様式12号
長野県地域防災計

画に合わせて修正

（県組織改編によ

る修正）
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第３章 災害応急対策計画

頁 新 旧 修正理由・備考

132 （14）教育関係被害状況報告 様式15号
ア 市施設

（14）教育関係被害状況報告 様式15号
ア 市施設 長野県地域防災計

画に合わせて修正

（県組織改編によ

る修正）

126 （14）教育関係被害状況報告 様式15号
ウ 私立施設

（14）教育関係被害状況報告 様式15号
ウ 私立施設 長野県地域防災計

画に合わせて修正

（県組織改編によ

る）

136 第３節 非常参集職員の活動

第３ 活動の内容

１ 責務

市は、市域に災害が発生し、又は発生するおそれがある場合においては、第一次的に災害応急対策

を実施する機関として、法令、地域防災計画（県・市）及び受援計画（県・市）の定めるところによ

り、他の市町村、県及び指定地方行政機関等並びに区域内の公共的団体及び住民等の協力を得て、そ

の有する全機能を発揮して災害応急対策の実施に努めるものとする。

第３節 非常参集職員の活動

第３ 活動の内容

１ 責務

市は、市域に災害が発生し、又は発生するおそれがある場合においては、第一次的に災害応急対策

を実施する機関として、法令、県地域防災計画及び市地域防災計画の定めるところにより、他の市町

村、県及び指定地方行政機関等並びに区域内の公共的団体及び住民等の協力を得て、その有する全機

能を発揮して災害応急対策の実施に努めるものとする。

長野県地域防災計

画に合わせて修正

（文言の修正）
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第３章 災害応急対策計画

頁 新 旧 修正理由・備考

138 ２ 組織、配置基準

（１）活動体制

本部の組織及び分掌事務

２ 組織、配置基準

（１）活動体制

本部の組織及び分掌事務

長野県地域防災計

画に合わせて修正

（文言の追加）
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第３章 災害応急対策計画

頁 新 旧 修正理由・備考

139

長野県地域防災計

画に合わせて修正

（文言の追加）

144 第４節 広域相互応援活動

第２ 主な活動

１ 被害の規模及び状況に応じ、広域受援計画に基づき速やかに応援を要請する。

２ 災害覚知時に速やかな応援体制を整える。

３ 応援要請側の円滑な受入れ体制を確立する。

４ 広域避難が行われる場合の体制を確立する。

５ 応援活動に伴う経費を負担する。

第４節 広域相互応援活動

第２ 主な活動

１ 被害の規模及び状況に応じ、速やかに応援を要請する。

２ 災害覚知時に速やかな応援体制を整える。

３ 応援要請側の円滑な受入れ体制を確立する。

４ 広域避難が行われる場合の体制を確立する。

５ 応援活動に伴う経費を負担する。

長野県地域防災計

画に合わせて修正

（県広域受援計画

策定による修正）
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第３章 災害応急対策計画

頁 新 旧 修正理由・備考

144 第３ 活動の内容

１ 応援要請

（１）基本方針

県及び市町村においては、被害状況等の情報収集を早急に行い、他の地方公共団体等に対して応

援要請を行う必要性の有無を速やかに判断するとともに、必要があると認めた場合は、直ちに応援

要請、先遣隊の受入等を行い、効果的な応急措置が実施できる体制の確立を図るものとする。

第３ 活動の内容

１ 応援要請

（１）基本方針

被災地方公共団体等においては、被害状況等の情報収集を早急に行い、他の地方公共団体等に対

して応援要請を行う必要性の有無を速やかに判断するとともに、必要があると認めた場合は、直ち

に応援要請、先遣隊の受入等を行い、効果的な応急措置が実施できる体制の確立を図るものとする。

長野県地域防災計

画に合わせて修正

（文言の修正）

147 ３ 受援体制の整備

（２）実施方針

円滑な受入れ体制の整備のため、予め、応急対応業務に必要な物資、人員等について、受援計画、

指定避難所運営マニュアル、業務継続計画等に規定し、不足が見込まれる場合は、協定等、他からの

応援により確保する方法を検討しておくものとする。

３ 受援体制の整備

（２）実施方針

円滑な受入れ体制の整備のため、予め、応急対応業務に必要な物資、人員等について、指定避難所

運営マニュアル、業務継続計画等に規定し、不足が見込まれる場合は、協定等、他からの応援により

確保する方法を検討しておくものとする。

長野県地域防災計

画に合わせて修正

（県広域受援計画

策定による修正）

150 第５節 ヘリコプターの運用計画

第３ 計画の内容

１ 活動内容に応じた各ヘリコプターの選定

基本方針

消防防災ヘリコプターがまず対応するが、災害の規模、活動の内容等により、必要に応じて次のヘリ

コプターを選定、要請するものとする。

第５節 ヘリコプターの運用計画

第３ 計画の内容

１ 活動内容に応じた各ヘリコプターの選定

基本方針

消防防災ヘリコプターがまず対応するが、災害の規模、活動の内容等により、必要に応じて次のヘリ

コプターを選定、要請するものとする。

長野県地域防災計

画に合わせて修正

（R2年度、新機体

導入、要請先機関の

追加）

150 ２ 出動手続きの実施

（１）ヘリコプターの要請に当たっては、可能な限り次の事項を明らかにして要請するものとする。

また、正式要請前であっても、積極的な情報交換に努め、急を要する場合は口頭で要請するものと

する。（文書による手続きが必要な場合は、後刻速やかに行うものとする。）

ア 災害の状況と活動の具体的内容（消火、救助、救急搬送、調査、人員・物資輸送等）

２ 出動手続きの実施

（１）ヘリコプターの要請に当たっては、可能な限り次の事項を明らかにして要請するものとする。

また、正式要請前であっても、積極的な情報交換に努め、急を要する場合は口頭で要請するものと

する。（文書による手続きが必要な場合は、後刻速やかに行うものとする。）

ア 災害の状況と活動の具体的内容（物資の量、輸送人数、傷病の程度、距離等）

長野県地域防災計

画に合わせて修正

（実態に合わせ、明

確化）

151 （別記）

ヘリコプター要請手続要領

１ 消防防災ヘリコプター

災害時の救助、緊急物資の輸送、災害応急対策要員の搬送や、重度傷病者の救急搬送、林野火災の

空中消火等に、幅広く迅速に対応する。

－図省略－

※ 連絡用無線 消防デジタル無線（主運用波）

呼出名称 「しょうぼうながのけんあるぷす１」

（別記）

ヘリコプター要請手続要領

１ 消防防災ヘリコプター

災害時の救助、緊急物資の輸送、災害応急対策要員の搬送や、重度傷病者の救急搬送、林野火災の

空中消火等に、幅広く迅速に対応する。

－図省略－

※ 連絡用無線 消防用無線（県内共通波）

呼出名称 「しょうぼうながのけんあるぷす１」

長野県地域防災計

画に合わせて修正

（新機体導入に伴

う修正）
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第３章 災害応急対策計画

頁 新 旧 修正理由・備考

153 ４ 広域航空消防応援等ヘリコプター

災害時、広域的な航空消防応援が必要な場合においては、「大規模特殊災害時における広域航空消防応

援実施要綱」又は、「緊急消防援助隊の応援等の要請等に関する要綱」に基づき応援要請する。

（１）広域航空応援要請手順

－図省略－

（２）緊急消防援助隊航空小隊の出動計画

ア 大規模災害又は特殊災害が起きた場合に、原則として第１次的に応援出動する航空小隊を第一次

出動航空小隊とし、長野県に災害発生した場合の第一次出動航空小隊は以下のとおり。

－表省略－

イ 第一出動航空小隊のほか、大規模災害又は特殊災害が発生したとの情報を得た場合に速やかに応

援出動の準備を行う航空部隊を出動準備航空小隊とし、長野県に発生した場合の出動準備航空小隊

は以下のとおり

－表省略－

４ 広域航空消防応援ヘリコプター

広域航空消防応援が必要な場合においては、「大規模特殊災害時における広域航空消防応援実施要綱」

に基づき応援要請する。

－図省略－

（１）大規模災害または特殊災害が起きた場合に、原則として第１次的に応援出動する航空小隊を第一次

出動航空小隊とし、長野県に災害発生した場合の第一次出動航空小隊は以下のとおり。

－表省略－

（２）第一出動航空小隊のほか、大規模災害または特殊災害が発生したとの情報を得た場合に速やかに応

援出動の準備を行う航空部隊を出動準備航空小隊とし、長野県に発生した場合の出動準備航空小隊は

以下のとおり

－表省略－

長野県地域防災計

画に合わせて修正

（根拠規定の明確

化）

154 ６ 海上保安庁ヘリコプター

救助等の所要が生じた場合、海上保安庁ヘリコプターの応援を要請するものとする。

７ ドクターヘリ

重度救急患者の搬送が必要な場合は、危機管理部と健康福祉部が調整の上、長野厚生連佐久総合病院

又は信州大学医学部付属病院へドクターヘリの出動を要請する。

（新設）

６ ドクターヘリ

重度救急患者の搬送が必要な場合は、危機管理部と健康福祉部が調整の上、長野厚生連佐久総合病院

又は信州大学医学部付属病院へドクターヘリの出動を要請する。

長野県地域防災計

画に合わせて修正

（要請先機関の追

加）

158 第６節 自衛隊の災害派遣

第３ 活動の内容

３ 派遣部隊の撤収要請

市長は、部隊の活動の必要がなくなったと認めたときは、文書又は口頭をもって現地連絡調整者に

報告するものとする。

第６節 自衛隊の災害派遣

第３ 活動の内容

３ 派遣部隊の撤収要請

市長は、部隊の活動の必要がなくなったと認めたときは、現地連絡調整者に報告するものとする。

長野県地域防災計

画に合わせて修正

（部隊の撤収要請

等についても文書

等で行うことが必

要であることを明

記）

159 第７節 救助・救急・医療活動

第２ 主な活動

１ 市、県、県警察本部、消防機関及び医療機関等が相互の連携により、被災地における救助活動、救

急処置を要する傷病者の搬送、医薬品・医療用資機材の提供、広域受援計画に基づく国や他の地方公

共団体等への応援要請等の大規模災害に対応した救助・救急活動を行う。

第７節 救助・救急・医療活動

第２ 主な活動

１ 市、県、県警察本部、消防機関及び医療機関等が相互の連携により、被災地における救助活動、救

急処置を要する傷病者の搬送、医薬品・医療用資機材の提供、国や他の地方公共団体等への応援要請

等の大規模災害に対応した救助・救急活動を行う。

長野県地域防災計

画に合わせて修正

（広域受援計画策

定による修正）

159 第３ 活動の内容

１ 救助・救急活動

（２）実施計画

オ 消防機関は、救急活動に当たり、県警察本部、救護班等と密接な連携により医療機関、救護所

に迅速かつ的確に傷病者を搬送するものとする。

その際、高規格救急車を傷病者の状態に合わせて有効に運用するものとする。

第３ 活動の内容

１ 救助・救急活動

（２）実施計画

オ 消防機関は、救急活動に当たり、県警察本部、救護班等と密接な連携により医療機関、救護所

に迅速かつ的確に傷病者を搬送するものとする。

その際、高規格救急車（救急救命士搭乗隊）を傷病者の状態に合わせて有効に運用するものと

する。

長野県地域防災計

画に合わせて修正

（救急救命士搭乗

隊は標準的なもの

であるため削除）
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第３章 災害応急対策計画

頁 新 旧 修正理由・備考

161 ２ 医療活動

（１）基本方針

ア 市は、「上小地域災害時医療救護活動マニュアル」により上田保健福祉事務所と連携し、災害時に

おける医療救護体制に基づき、上田市医師会、小県医師会、上田小県歯科医師会、上田薬剤師会、

災害派遣医療チーム（ＤＭＡＴ）、災害拠点病院等とともに、医療救護活動等を行う。

また、必要に応じて県、隣接市町村、郡市医師会等に協力を要請する。

（ア）医療機関は、災害時に医療施設の診療状況等の情報を広域災害救急医療情報システム（ＥＭＩ

Ｓ）等により迅速に把握し、災害医療活動の準備を行う。

（ス）災害派遣精神医療チーム（ＤＰＡＴ）を有する医療機関は、派遣要請に基づきチームを編成し、

精神医療及び精神保健活動への支援を実施するものとする。

２ 医療活動

（１）基本方針

ア 市は、「上小地域災害時医療救護活動マニュアル」により上田保健福祉事務所と連携し、災害時に

おける医療救護体制に基づき、上田市医師会、小県医師会、上田小県歯科医師会、上田薬剤師会、

災害派遣医療チーム（ＤＭＡＴ）、災害拠点病院等とともに、医療救護活動等を行う。

また、必要に応じて県、隣接市町村、郡市医師会等に協力を要請する。

（ア）医療機関は、災害時に医療施設の診療状況等の情報を広域災害・救急医療情報システム等によ

り迅速に把握し、災害医療活動の準備を行う。

（中略）

（新設）

長野県地域防災計

画に合わせて修正

（正式名称に変更、

ＤＰＡＴの派遣に

関する記載の追加）

170 第１０節 緊急輸送活動

第３ 活動の内容

２ 緊急交通路確保のための交通規制

（１）基本方針

県公安委員会は、大規模な災害が発生した場合のみならず、災害がまさに発生しようとしている

場合において、応急対策活動のため緊急交通路を確保する必要があるときは、緊急通行車両以外の

車両の通行を禁止又は制限し、緊急通行車両の通行を確保するための交通規制を実施する。

この場合、原則として、あらかじめ定めた「緊急交通路指定予定路線」から、被災の範囲や被災

状況に応じて緊急交通路として指定し、広域、外周、被災地域の段階的交通規制により、緊急通行

車両の通行を確保するものとし、被災直後は、被災地域における被災者の救助等の緊急車両の通行

を最優先とした区域交通規制を実施する。

第１０節 緊急輸送活動

第３ 活動の内容

２ 緊急交通路確保のための交通規制

（１）基本方針

県公安委員会は、大規模な災害が発生した場合のみならず、災害がまさに発生しようとしている

場合において、応急対策活動のため緊急交通路を確保する必要があるときは、緊急通行車両以外の

車両の通行を禁止又は制限し、緊急通行車両の通行を確保するための交通規制を実施する。

この場合、原則として、あらかじめ定めた「緊急交通路交通規制対象予定道路」から、被災の範

囲や被災状況に応じて緊急交通路として指定し、広域、外周、被災地域の段階的交通規制により、

緊急通行車両の通行を確保するものとし、被災直後は、被災地域における被災者の救助等の緊急車

両の通行を最優先とした区域交通規制を実施する。

長野県地域防災計

画に合わせて修正

（名称の統一）

177 第１２節 避難収容及び情報提供活動

第３ 活動の内容

１ 避難準備・高齢者等避難開始、避難勧告、避難指示（緊急）、災害発生情報

（２）実施計画

ウ 避難指示（緊急）、避難勧告、避難準備・高齢者等避難開始及び報告、通知等

（ア）市長の行う措置

第１２節 避難収容及び情報提供活動

第３ 活動の内容

１ 避難準備・高齢者等避難開始、避難勧告、避難指示（緊急）、災害発生情報

（２）実施計画

ウ 避難指示（緊急）、避難勧告、避難準備・高齢者等避難開始及び報告、通知等

（ア）市長の行う措置

千曲川河川事務所

による氾濫危険水

位及び避難判断水

位の改訂に伴う修

正、河川とはん濫危

険水位の追加

182 ４ 避難所の開設

（１）基本方針

市は収容を必要とする被災者の救出のために指定避難所を設置するとともに、自治会、自主防災

組織や施設管理者等の協力を得て、指定避難所における良好な生活環境確保のため、必要な措置を

とる。

その際、衛生、食事、睡眠（Ｔ：トイレ（衛生）、Ｋ：キッチン（食事）、Ｂ：ベッド等（睡眠））

に関する環境確保について、県、関係団体等と連携し対策を講じるものとする。

４ 避難所の開設

（１）基本方針

市は収容を必要とする被災者の救出のために指定避難所を設置するとともに、自治会、自主防災

組織や施設管理者等の協力を得て、良好な避難生活が行われるように必要な措置を講ずる。

長野県地域防災計

画に合わせて修正

（避難所の新型コ

ロナウイルス感染

症対策に関する基

本的な事項につい

て追加、避難所の環

境向上に関する実

務者検討会中間報

告書を踏まえ追加）
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第３章 災害応急対策計画

頁 新 旧 修正理由・備考

185 ５ 指定避難所の運営

（実施計画）

－中略－

シ 指定避難所のライフラインの回復に時間を要すると見込まれる場合や、道路の途絶による孤立が続

くと見込まれる場合には、当該地域に指定避難所を設置・維持することの適否を検討するものとする。

－中略－

タ 避難所を開設した場合には、関係機関等による支援が円滑に講じられるよう、避難所の開設状況等

を適切に県に報告するよう努めるものとする。

チ 指定緊急避難場所や避難所に避難したホームレスについて、住民票の有無等に関わらず適切に受け

入れることとする。

ツ 必要に応じ、指定避難所における家庭動物のための避難スペースの確保等に努めるとともに、獣医

師会や動物取扱業者等から必要な支援が受けられるよう、連携に努めるものとする。

５ 指定避難所の運営

（実施計画）

－中略－

シ 指定避難所のライフラインの回復に時間を要すると見込まれる場合や、道路の途絶による孤立が続

くと見込まれる場合には、あらかじめ指定避難所に指定されていたとしても原則として開設しないも

のとする。

－中略－

長野県地域防災計

画に合わせて修正

（他県の課題を踏

まえた防災基本計

画の修正）

187 ８ 被災者等への的確な情報伝達

（２）実施計画

ア 市は半壊以上の被害を受けた在宅避難者及び親戚宅等避難者について住家の被害認定調査、保

健師等による保健衛生活動、罹災証明書の発行手続き、避難所での炊き出し等において、在宅避

難者及び親戚宅等避難者の避難先や住まいの状況を把握し、被災者台帳等へ反映するよう努める

ものとする。

イ 市自らの調査では避難先が把握出来ない場合は、民生・児童委員、社会福祉協議会、自治会、

ＮＰＯ・ボランティア等の協力や、広報による申出の呼びかけ等により、把握に努めるものとす

る。

ウ 市及び県は、災者のニーズを十分把握し、被害の情報、二次災害の危険性に関する情報、安否

情報、ライフラインや交通施設等の公共施設等の復旧状況、医療機関、スーパーマーケット、ガ

ソリンスタンドなどの生活関連情報、それぞれの機関が講じている施策に関する情報、交通規制、

被災者生活支援に関する情報等、被災者等に役立つ正確かつきめ細やかな情報を適切に提供する

ものとする。なお、その際、要配慮者、在宅避難者、応急仮設住宅として供与される賃貸住宅へ

の避難者、所在を把握できる広域避難者、在日外国人、訪日外国人に配慮した伝達を行うものと

する。

エ 市及び県は、被災者のおかれている生活環境及び居住環境等が多様であることにかんがみ、情

報を提供する際に活用する媒体に配慮するものとする。特に、停電や通信障害発生時は情報を得

る手段が限られていることから、被災者生活支援に関する情報についてはチラシの張り出し、配

布等の紙媒体や広報車でも情報提供を行うなど、適切に情報提供がなされるものとする。

オ 市及び県は、要配慮者、在宅での避難者、応急仮設住宅等への避難者等に配慮した伝達等によ

り、生活環境の確保が図られるよう努めるものとする。

カ 市及び県は、被災者の安否について住民等から照会があったときは、被災者等の権利利益を不

当に侵害することのないよう配慮しつつ、消防、救助等人命に関わるような災害発生直後の緊急

性の高い応急措置に支障を及ぼさない範囲で、可能な限り安否情報を回答するよう努めるものと

する。この場合において、市及び県は、安否情報の適切な提供のために必要と認めるときは、警

察、消防及び関係機関と協力して被災者に関する情報の収集に努めることとする。

８ 被災者等への的確な情報伝達

（２）実施計画

（新設）

（新設）

ア 市及び県は、被害の情報、二次災害の危険性に関する情報、安否情報、ライフラインや交通施

設等の公共施設等の復旧状況、医療機関などの生活関連情報、それぞれの機関が講じている施策

に関する情報、交通規制、被災者生活支援に関する情報等、被災者等に役立つ正確かつきめ細や

かな情報を適切に提供するものとする。

イ 市及び県は、被災者のおかれている生活環境及び居住環境等が多様であることにかんがみ、情

報を提供する際に活用する媒体に配慮するものとする。特に、指定避難所にいる被災者は情報を

得る手段が限られていることから、被災者生活支援に関する情報については紙媒体でも情報提供

を行うなど、適切に情報提供がなされるよう努めるものとする。

ウ 市及び県は、要配慮者、在宅での避難者、応急仮設住宅等への避難者等に配慮した伝達等によ

り、生活環境の確保が図られるよう努めるものとする。

エ 市及び県は、被災者の安否について住民等から照会があったときは、被災者等の権利利益を不

当に侵害することのないよう配慮しつつ、消防、救助等人命に関わるような災害発生直後の緊急

性の高い応急措置に支障を及ぼさない範囲で、可能な限り安否情報を回答するよう努めるものと

する。この場合において、市及び県は、安否情報の適切な提供のために必要と認めるときは、警

察、消防及び関係機関と協力して被災者に関する情報の収集に努めることとする。

長野県地域防災計

画に合わせて修正

（令和元年東日本

台風において、在宅

避難者の状況把握

に時間を要したこ

とが課題であった

ことを踏まえた修

正）

191 第１４節 食料品等の調達供給活動

第３ 活動の内容

１ 食料品等の調達

（２）実施計画

市は、計画等で定めた非常用食料の必要量を超えるような供給が必要となった場合は、物資調達・

輸送調整等支援システムを用いて近隣市町村及び県災害対策本部室に対して食料の供給について種

類及び数量を、管理栄養士等行政栄養関係者の関与の下、明示して要請を行うものとする。

第１４節 食料品等の調達供給活動

第３ 活動の内容

１ 食料品等の調達

（２）実施計画

市は、計画等で定めた必要量を超えるような供給が必要となった場合は、近隣市町村及び県に対

して食料の供給について種類及び数量を、管理栄養士等行政栄養関係者の関与の下、明示して要請

を行うものとする。

国の防災基本計画、

長野県地域防災計

画に合わせて修正

（文言の修正）
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第３章 災害応急対策計画

頁 新 旧 修正理由・備考

192 ２ 食料品等の供給 ２ 食料品等の供給

〈食料の調達供給に関する図表〉 長野県地域防災計

画に合わせて修正

（令和 2年度から

導入された物資調

達・輸送調整等支援

システムにより、地

方部を経由せず、災

害対策本部室で直

接市町村からの要

請を受理出来るこ

ととなったため、対

応の流れを修正）

195 第１６節 生活必需品の調達供給活動

第３ 活動の内容

１ 生活必需品の調達

（１）基本方針

市、県及び関係機関は、被災者の生活の維持に必要な生活必需品の量・種類等について、被災者

のニーズを把握し、必要な物資の効率的な調達・確保に努めるものとする。

（２）実施計画

災害の状況を把握し、被災者の生活の維持に必要な生活必需品の量・種類等について、必要な物

資の効率的な調達・確保に努め、不足分については県へ要請する。

第１６節 生活必需品の調達供給活動

第３ 活動の内容

１ 生活必需品の調達

（１）基本方針

市、県及び関係機関は、被災者の生活の維持に必要な生活必需品の量・種類等について、被災者

のニーズを把握し、必要な物資の調達・確保に努めるものとする。

（２）実施計画

災害の状況を把握し、被災者の生活の維持に必要な生活必需品の量・種類等について、必要な物

資の調達・確保に努め、不足分については県へ要請する。

国の防災基本計画、

長野県地域防災計

画に合わせて修正

（文言の修正）
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第３章 災害応急対策計画

頁 新 旧 修正理由・備考

196 第１７節 保健衛生、感染症予防活動

第３ 活動の内容

１ 保健衛生活動

（２）実施計画

（ア）被災者の避難状況を把握し、上田保健福祉事務所に置かれる地方部保健福祉班に報告するとと

もに被災者台帳等に反映するものとする。

－中略－

（ウ）被災者の食料確保のため、炊き出し、その他食品の調達について県に対し報告するとともに、

給食施設等の復旧活動等を速やかに推進するものとする。

第１７節 保健衛生、感染症予防活動

第３ 活動の内容

１ 保健衛生活動

（２）実施計画

（ア）被災者の避難状況を把握し、上田保健福祉事務所に置かれる地方部保健福祉班に報告するもの

とする。

－中略－

（ウ）被災者の食料確保のため、炊き出し、その他食品の調達について県に対し報告するとともに、

集団給食施設等の復旧活動等を速やかに推進するものとする。

国の防災基本計画、

長野県地域防災計

画に合わせて修正

（文言の修正）

197 ２ 感染症予防対策

（２）実施計画

カ 被災地において新型コロナウイルス感染症を含む感染症について感染症患者又は無症状病原体保

有者が発生した場合は、まん延防止のため、防災担当部局と保健福祉担当部局が連携して、感染症

の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律に基づく消毒等や、予防接種法による臨時予防

接種を県の指示に応じて実施するものとする。

また、避難所運営マニュアル策定指針等を参考に感染症対策として必要な措置を講じるよう努め

るものとする。

２ 感染症予防対策

（２）実施計画

カ 感染症患者又は無症状病原体保有者が発生した場合は、まん延防止のため、感染症の予防及び感

染症の患者に対する医療に関する法律に基づく消毒やねずみ族、昆虫等の駆除等や、予防接種法に

よる臨時予防接種を県の指示に応じて実施するものとする。

国の防災基本計画、

長野県地域防災計

画に合わせて修正

（文言の修正）

210 第２４節 上水道施設応急活動

第３ 活動の内容

（１）基本方針

復旧作業については、水道事業者が自ら行う直営工事、又は、専門業者への外部委託により復旧工

事を行う。

なお、大規模な災害においては、他の市町村等からの応援等により、復旧要員、資材、機材及び重

機等を確保し、早期の復旧を図る。

第２４節 上水道施設応急活動

第３ 活動の内容

（１）基本方針

復旧作業については、水道事業体が自ら行う直営工事、又は、専門業者への外部委託により復旧工

事を行う。

なお、大規模な災害においては、他の市町村等からの応援等により、復旧要員、資材、機材及び重

機等を確保し、早期の復旧を図る。

長野県地域防災計

画に合わせて修正

（名称の統一）

216 第２８節 災害広報活動

第１ 基本方針

誤った情報等による社会的混乱を防止し、市民の不安の解消を図るとともに、被災地や隣接地域の

住民等、被災者、滞在者（以下この節において「住民等」という。）の適切な判断と行動を支援し、そ

の安全を確保するために、正確かつわかりやすい情報の速やかな提供及び住民等からの問い合わせ、

要望、意見等に的確かつ迅速な対応を行う。

また、災害の発生が予想される場合、住民等へ避難を呼びかけるため、必要に応じて、市長等から

直接呼びかけを行う。

なお、活動に際しては、高齢者、障がい者、外国籍市民、外国人旅行者等の要配慮者に対して、十

分配慮するよう努める。

第２８節 災害広報活動

第１ 基本方針

誤った情報等による社会的混乱を防止し、市民の不安の解消を図るとともに、被災地や隣接地域の

住民等、被災者、滞在者（以下この節において「住民等」という。）の適切な判断と行動を支援し、そ

の安全を確保するために、正確かつわかりやすい情報の速やかな提供及び住民等からの問い合わせ、

要望、意見等に的確かつ迅速な対応を行う。

なお、活動に際しては、高齢者、障がい者、外国籍市民、外国人旅行者等の要配慮者に対して、十

分配慮するよう努める。

長野県地域防災計

画に合わせて修正

（住民の避難行動

を促す情報発信・伝

達のあり方検討会

の検討を踏また修

正）

216 第３ 活動の内容

１ 住民等への的確な情報の伝達

（２）実施計画

ア 広報活動

市は、県、関係機関と緊密な連絡を取り、相互に協力しながら、広報資料の収集に努めるとと

もに、住民に対し、防災行政無線をはじめ、Ｌアラート（災害情報共有システム）、緊急速報メー

ル、テレビ、ラジオ、市ホームページ、ツイッターなどのソーシャルメディア、臨時災害放送局、

掲示板、コミュニティー放送、有線放送、有線テレビ放送、広報誌等可能な限り多くの媒体を活

用して情報を多角的に発信し、災害の規模に応じ次の情報を提供するものとする。

また、災害の切迫度が非常に高まった場合等において、市長が直接住民に対して避難を呼びか

けられるよう体制整備に努めるものとする。

第３ 活動の内容

１ 住民等への的確な情報の伝達

（２）実施計画

ア 広報活動

市は、県、関係機関と緊密な連絡を取り、相互に協力しながら、広報資料の収集に努めるとと

もに、住民に対し、防災行政無線をはじめ、新聞、テレビ、ラジオ、市ホームページ、ツイッタ

ーなどのソーシャルメディア、臨時災害放送局、掲示板、コミュニティー放送、有線放送、有線

テレビ放送、広報誌等可能な限り多くの媒体を活用して情報を多角的に発信し、災害の規模に応

じ次の情報を提供するものとする。

長野県地域防災計

画に合わせて修正

（住民の避難行動

を促す情報発信・伝

達のあり方検討会

の検討を踏また修

正）
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第３章 災害応急対策計画

頁 新 旧 修正理由・備考

221 第３１節 道路及び橋梁応急活動

第３ 活動の内容

１ 道路及び橋梁応急対策

（１）基本方針

災害により道路及び橋梁等に被害が発生した場合、早急にパトロール等を実施することにより被害

状況等を把握し、必要に応じて迂回道路の選定を行うとともに、交通規制等が必要な箇所は、関係機

関と調整を図り、必要な措置をとる。

また、ライフラインの復旧現場等までのアクセスルートを含めた交通機能確保のために路上障害物

の除去及び被災道路・橋梁の応急復旧計画を策定し、関係団体と結んだ業務協定に基づき、速やかに

応急復旧工事を行う。

道路利用者に対しては、的確に災害の状況、通行規制等の情報提供を行う。

第３１節 道路及び橋梁応急活動

第３ 活動の内容

１ 道路及び橋梁応急対策

（１）基本方針

災害により道路及び橋梁等に被害が発生した場合、早急にパトロール等を実施することにより被害

状況等を把握し、必要に応じて迂回道路の選定を行うとともに、交通規制等が必要な箇所は、関係機

関と調整を図り、必要な措置をとる。

また、交通機能確保のために路上障害物の除去及び被災道路・橋梁の応急復旧計画を策定し、関係

団体と結んだ業務協定に基づき、速やかに応急復旧工事を行う。

道路利用者に対しては、的確に災害の状況、通行規制等の情報提供を行う。

国の防災基本計画、

長野県地域防災計

画に合わせて修正

（文言の追加）

227 第３５節 農林水産物災害応急活動

第３ 活動の内容

１ 農水産物災害応急対策

（２）実施計画

ア 農業農村支援センター、農協等関係機関と連携を取り、被害状況の早期・的確な把握を行い、

その結果を農業農村支援センターに報告するものとする。

第３５節 農林水産物災害応急活動

第３ 活動の内容

１ 農水産物災害応急対策

（２）実施計画

ア 農業改良普及センター、農協等関係機関と連携を取り、被害状況の早期・的確な把握を行い、

その結果を上田地域振興局に報告するものとする。

長野県地域防災計

画に合わせて修正

（組織改正に伴う

修正）

228 第３６節 文教活動

第３ 活動の内容

１ 児童生徒等に対する避難誘導

（１）基本方針

学校長は、災害発生に際して、あらかじめ定めた計画（土砂災害警戒区以内に立地する施設にあ

っては避難確保計画）に基づき、児童生徒等の人命の保護を第一義とした避難誘導活動に努める。

第３６節 文教活動

第３ 活動の内容

１ 児童生徒等に対する避難誘導

（１）基本方針

学校長は、災害発生に際して、あらかじめ定めた計画に基づき、児童生徒等の人命の保護を第一

義とした避難誘導活動に努める。

長野県地域防災計

画に合わせて修正

（避難確保計画を

追記）

232 第３８節 ボランティアの受入れ体制

第１ 基本方針

災害時においては、大量かつ広範な被災者のボランティアニーズが発生するため、被災地内外の

ボランティア関係団体を受入れて、迅速かつ的確な支援に結びつけることが求められる。

そのため、ボランティアに期待する支援活動の量と期間について、速やかに見通しを作成し、被

災者のボランティアニーズや支援の時期にあわせて、窓口の設置などボランティア関係団体の適切

な受入れや被災地でのコーディネートが円滑に実施できるよう努めるものとする。

第３８節 ボランティアの受入れ体制

第１ 基本方針

災害時においては、大量かつ広範なボランティアニーズが発生し、それに迅速かつ的確に対応す

ることが求められる。

事前に登録されたボランティアの受入れはもとより、災害時に全国各地から集まる未登録のボラ

ンティアについても、窓口を設置し適切な受入れを行い、ボランティア活動が円滑に行われるよう

努めるものとする。

長野県地域防災計

画に合わせて修正

（令和元年東日本

台風の課題を踏ま

えた修正）

232 第２ 主な活動

１ 被災者のボランティアニーズの把握を行うとともに、ボランティアの受入れ体制の確保に努める。ま

た、被災地で支援活動を行っているボランティア関係団体と情報を共有する場を設置し、被災者のニー

ズや支援活動の全体像を把握し、連携のとれた支援活動を展開する。

第２ 主な活動

１ ボランティアニーズの把握を行うとともに、ボランティアの受入れ体制の確保に努める。

長野県地域防災計

画に合わせて修正

（令和元年東日本

台風の課題を踏ま

えた修正）
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第３章 災害応急対策計画

頁 新 旧 修正理由・備考

232 第３ 活動の内容

１ 被災地のニーズの把握と受入れ体制の確保

（１）基本方針

災害時におけるボランティアの受入れに当たっては、被災地のニーズにあわせて行うことが必要

である。防災関係機関は、被災地における被災者のボランティアニーズを積極的に把握し、ボラン

ティア、関係団体やボランティアコーディネーターと協力して円滑な受入れを図るものとする。

また、活動時の粉じん対策の周知を行うなど、ボランティアの安全が確保されるよう防災関係機

関、ボランティア関係団体等が連携し、必要な措置を講じるよう努めるものとする。

（２）実施計画

ア 被災地におけるボランティアのニーズの把握に努めるとともに、ボランテイア情報の広報に努め

る。

イ ボランティア関係団体やボランティアコーディネーターが主導して行うボランティアの受入れ、

需給調整、相談指導等の活動に対し支援を行う。

ウ 市社会福祉協議会、地元や外部から被災地入りしているボランティア関係団体、中間支援組織（Ｎ

ＰＯ・ボランティア等の活動支援や活動調整を行う組織）を含めた連携体制の構築を図り、情報を

共有する場を設置するなどし、被災者のニーズや支援活動の全体像を把握するものとする。

また、災害の状況及びボランティアの活動予定を踏まえ、災害廃棄物などの収集運搬を行うよう

努める。これらの取組みにより、連携のとれた支援活動を展開するよう努めるとともに、ボランテ

ィアの活動環境について配慮するものとする。

エ ボランティアの需給状況等について、随時市災害対策本部に報告するとともに、必要に応じて、

県、県社会福祉協議会に対して助言や情報共有の場への参加を求め、支援の質の向上に努めるもの

とする。

オ 市社会福祉協議会は、救援本部等を設置し、市災害対策本部との連携のもとに、ボランティアの

受入れを行うとともに、ボランティアの需給調整、相談指導等を行う。

第３ 活動の内容

１ 被災地のニーズの把握と受入れ体制の確保

（１）基本方針

災害時におけるボランティアの受入れに当たっては、ニーズにあわせて行うことが必要である。

防災関係機関は、被災によるボランティアのニーズを積極的に把握し、ボランティア、関係団体や

ボランティアコーディネーターと協力して円滑な受入れを図るものとする。

（２）実施計画

ア 被災によるボランティアのニーズの把握に努めるとともに、ボランテイア情報の広報に努める。

イ ボランティア関係団体やボランティアコーディネーターが主導して行うボランティアの受入れ、

需給調整、相談指導等の活動に対し支援を行う。

ウ ボランティアの需給状況等について、随時市災害対策本部に報告するものとする。

エ 市社会福祉協議会は、救援本部等を設置し、市災害対策本部との連携のもとに、ボランティアの

受付業務を行うとともに、ボランティアの需給調整、相談指導等を行う。

長野県地域防災計

画に合わせて修正

（令和元年東日本

台風の課題を踏ま

えた修正）

232 ２ ボランティア活動拠点の提供支援

（２）実施計画

ア 市は、災害対策本部にボランティア担当班を設置するとともに、市社会福祉協議会においては、

ボランティアセンターを設置し、ボランティアが自由に使用できるスペース（活動拠点）を確保

する。また、必要に応じボランティア活動上の安全確保を図るとともに社会福祉協議会が行う災

害ボランティア活動支援に必要な資機材の調達に協力し、ボランティア活動の円滑な実施を支援

するものとする。

イ 市社会福祉協議会は、市と協議の上、市センターを設置し、被災者のボランティアニーズの把

握、ボランティアの登録・受入れ、具体的活動内容の指示、派遣先、人員等の調整、活動に必要

な資機材の調達等の支援を行う。

ウ 被災市町村広域圏内の市町村社会福祉協議会は、市町村センターの活動を支援する前線拠点と

して広域センターを設置し、ボランティアの登録・受入れ、必要な資機材の調達等の必要な支援

を行うものとする。

エ 日本赤十字社長野県支部は、市及び県災害対策本部内に赤十字防災ボランティアの活動拠点を

設置するとともに、被災者のボランティアニーズの把握、ボランティアの登録・受入れ、コーデ

ィネート、派遣、必要な物資の調達等の支援を行う。

２ ボランティア活動拠点の提供支援

（２）実施計画

ア 市は、災害対策本部にボランティア担当班を設置するとともに、市社会福祉協議会においては、

ボランティアセンターを設置し、ボランティアが自由に使用できるスペース（活動拠点）を確保

する。また、必要に応じ物資等の提供を行い、ボランティア活動の支援を行う。

イ 市社会福祉協議会は、福祉救援現地本部を設置し、ボランティアニーズの把握、ボランティア

の登録・受入れ、具体的活動内容の指示、派遣先、人員等の調整、活動に必要な物資の提供等を

行う。

ウ 日本赤十字社長野県支部は、市及び県災害対策本部内に赤十字防災ボランティアの活動拠点を

設置するとともに、ボランティアニーズの把握、ボランティアの登録・受入れ、コーディネート、

派遣、必要な物資の調達等の支援を行う。

長野県地域防災計

画に合わせて修正

（令和元年東日本

台風の課題を踏ま

えた修正）
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第４章 災害復旧計画

頁 新 旧 修正理由・備考

242 第２節 迅速な原状復旧の進め方

第３ 活動の内容

１ 被災施設の復旧等

（２）実施計画

ア 被災施設の重要度、被災状況等を検討し、事業の優先順位を定めるとともにあらかじめ定めた物

資、資材の調達計画、人材の広域相互応援計画等に関する計画を活用して、迅速かつ円滑に被災施

設の復旧事業を行う。

特に、三次救急医療機関等の人命に関わる重要施設、電気、通信等のライフライン施設について

は、早期に復旧できるよう体制等を強化する。

第２節 迅速な原状復旧の進め方

第３ 活動の内容

１ 被災施設の復旧等

（２）実施計画

ア 被災施設の重要度、被災状況等を検討し、事業の優先順位を定めるとともにあらかじめ定めた物

資、資材の調達計画、人材の広域相互応援計画等に関する計画を活用して、迅速かつ円滑に被災施

設の復旧事業を行う。

特に、人命に関わる重要施設に対しては、早期に復旧できるよう体制等を強化する。

国の防災基本計画、

長野県地域防災計

画に合わせて修正

（文言の修正）

243 ２ 災害廃棄物の処理

（２）実施計画

ア 発生した災害廃棄物の種類，性状（土砂，ヘドロ，汚染物等）等を勘案し，その発生量を推計し

た上で，事前に策定しておいた都道府県廃棄物処理計画及び一般廃棄物処理計画を適切に見直すと

ともに，見直し後の計画に基づき、仮置場、最終処分地を確保し、必要に応じて広域処理を行うこ

と等により、災害廃棄物の計画的な収集、運搬処分を行い、災害廃棄物の円滑で適切な処理を行う

ものとする。加えて、ボランティア、ＮＰＯ等の支援を得て災害廃棄物等の処理を進める場合には、

社会福祉協議会、ＮＰＯ等と連携し、作業実施地区や作業内容を調整、分担するなどして、効率的

に災害廃棄物等の搬出を行うものとする。

２ 災害廃棄物の処理

（２）実施計画

ア 発生した災害廃棄物の種類，性状（土砂，ヘドロ，汚染物等）等を勘案し，その発生量を推計し

た上で，事前に策定しておいた都道府県廃棄物処理計画及び一般廃棄物処理計画を適切に見直すと

ともに，見直し後の計画に基づき、仮置場、最終処分地を確保し、必要に応じて広域処理を行うこ

と等により、災害廃棄物の計画的な収集、運搬処分を行い、災害廃棄物の円滑で適切な処理を行う

ものとする。

国の防災基本計画、

長野県地域防災計

画に合わせて修正

（文言の追加）


